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国立大学法人神戸大学事業報告書

「国立大学法人神戸大学の概要」

１．目標

神戸大学は、神戸高等商業学校として１００年前の建学以来「真摯・自由・協同」の理念を掲

げて発展を遂げ、平成１５年１０月には神戸商船大学との統合を行い、基本的組織として１１学

部、９研究科、１研究所を擁するに至り、高度に国際性に富む研究教育を実践する総合大学とし

て、更なる飛躍を目指している。

大学の果たすべき役割は、人類が積み重ねてきた多様な学問分野における知的資産を継承する

とともに、普遍的価値をもつ知の発見と創造に努め、かつ、教育を通じてそれらを次世代へ伝達

していくことにある。大学に課せられたこの崇高な任務を実現するため、神戸大学は、その理念

と創設以来育まれてきた本学の国際性豊かな研究教育の特色を生かしつつ、大学構成員各人の知

的好奇心と探究心に発する研究の水準を高め、それを基に豊かな教養と高度の専門性を備えた人

材を育成し、これらの研究教育を通じて積極的に社会に貢献することを基本的目標とする。

以下においては、中期的・長期的な目標の骨子を掲げるものとする。

(1) 人文・人間科学系、社会科学系、自然科学系、生命・医学系の４大学術系列における各研究

分野の学問体系と学問的伝統を尊重するとともに、学術系列を越えた新たな発展可能性を秘め

た「学問の芽」を育てることを目指して、先端的な研究領域の開拓に努める。

(2) 総合大学としての特性を生かし、異分野間の学問的交流を通じて、新しいものの見方や考え

方を生み出しうる制度的な工夫を進め、また、大学構成員間で学問上の議論を日常的に活発化

させることによって研究の質的な向上を図る。

(3) 既存の研究分野における研究水準を我が国におけるトップレベルに引き上げ、特定領域です

でに世界的水準にある研究領域においてはその水準の維持を支援し、更に進展させる仕組みを

構築する。

(4) 学部教育の目標は、幅広く深い教養、専門的・国際的素養と豊かな人間性を兼ね備えた人材

を育成することにある。このために、全学的な観点から全学共通教育の内容とその実施体制の

改革を更に推進し、また各学術系列あるいは学部においては専門教育の内容とその実施体制の

再編と充実を図る。

(5) 大学院教育は、高度の専門的知識を習得させ、個人と社会が進むべき道を切り拓く能力を涵

養することを目標とする。その際、研究者を養成する課程と高度専門職業人を養成する課程の

相違と特色を明確にし、教育内容と実施体制の整備に努める。

(6) 国際都市神戸に位置する特色を生かし、大学としてその創設以来種々の国際的展開を進めて

きている。神戸商船大学との統合を機に海事・海洋分野を加え、これを更に推進し、諸外国の

学生、教職員との学術的交流を質的・量的に一層充実させるため、国際交流に関する組織の整

備・拡充を図る。

(7) 研究、教育と並ぶ大学の重要な使命である社会貢献に務める。そのため、産学官民の連携を

強めるとともに、社会人教育、生涯教育の一層の充実を図り、地域社会の産業と文化の発展に

貢献する。
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(8) 研究活動の活性化のため、競争的環境の下での外部資金の獲得に努めるとともに、知的財産

権などを取り扱う組織の充実発展を図る。

(9) 事務組織については、変化する環境に柔軟に対応できるよう体制を整備するとともに、特に

法人運営にあたって必要とされる人材の養成と採用の方式を明確にする。

、 、 、 、 、 、 、(10) 以上の目標達成のためには 研究 教育 社会貢献 組織などに関して 常に点検 評価

改善に努めることが不可欠であり、全学的な観点から、そのための体制整備を進め、中期目標

とその計画の進捗状況について不断の点検･評価を実施する。

２．業務

１ 教育研究の質の向上

（１）教育の質の向上について：①学部教育における全学共通教育と専門教育の有機的連携を

強化し、課題探求能力の向上を図るため、平成 年度からの学部教育のカリキュラムを18
再編成する目的をもって平成 年度に大学教育研究センターを廃止し 「大学教育推進機17 、

構」を新たに設置するための作業を終了した。②本学の基本目標の１つである「国際性豊

かな人材育成」を実現するため 「国際コミュニケーションセンター」を中心に外国語教、

育を充実させ、海外インターンシップの実施、大学院生の海外派遣とその経費援助を積極

的に推進した。③国際的な教育研究交流を活性化するため、シアトルと北京に海外オフィ

。 、 、「 」スを設置した また ＡＳＥＡＮ諸国との教育研究交流のため ＡＳＥＡＮ ＷＥＥＫ

を開催した。④「平成 年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム」に採択された「地16
域歴史遺産の活用を図る地域リーダー養成」事業を自治体と連携して開始した。⑤就職支

援を充実させるため 「就職支援室」に４名の相談員を配置するとともに 「神戸大学東、 、

京オフィス開設準備室」を設置し、首都圏での就職支援を開始した。

（２）研究の質の向上について：①「２１世紀ＣＯＥプログラム」７拠点に学長裁量教員枠か

ら教員を配置するなど、学長のリーダーシップによる重点的支援を行っている。②「神戸

医療産業都市」に「神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センター」を設置し、先端融

合領域の研究・人材育成を開始した。③研究環境の整備を進めるため 「研究基盤センタ、

ー」を設置し、専任教員５名を配置した。④独創的な教育研究開発支援のため「教育研究

活性化支援経費 （平成 年度 約 億円）を創設して地域貢献事業などを支援し、学」 16 1.2
内公募分については 件の事業を支援した。⑤研究を通じた国際貢献を推進するため、22
ＪＩＣＡの事業２件を受諾し、また、スマトラ沖大地震に際して調査団を派遣するととも

に、復旧・復興のための総合的研究に全学を挙げて着手した。⑥本学が蓄積してきた研究

、 、成果を社会貢献に活かすべく 阪神・淡路大震災１０年事業を全学的に展開するとともに

地域貢献を進めるため、３つの自治体と包括的協力協定を締結した。

２ 運営体制の改善

（ ） 、１ 全学的な経営戦略の確立について：①大学のマネジメントへの国際的視野の導入のため

英国で大学改革をリードした英国人学識経験者を学外理事に任用した。②学長のリーダー

シップの下での機動的・戦略的マネジメント支援体制を整備するため、理事等を室長とす

る３つのマネジメント拠点（ 戦略企画室 「情報・評価室 「広報室 ）を設置した。「 」、 」、 」

（２）経営協議会について：経営協議会委員に企業人、報道関係者、学識経験者、大学支援組
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織関係者を適切に配置し、中期計画・年度計画・予算計画等に関するアドバイスを受け、

資産管理、業務改善等の検討を開始した。

（３）監査機能の充実について： 監査室」を設置するとともに、監事・会計監査人による監「

査を受け、業務・財務の適正化を図った。

（４）人的資源の戦略的配置について：学内の人的資源の配分方針を定め、全学供出による学

長裁量教員枠（教員定員の５％）を設定し 「２１世紀ＣＯＥプログラム （７拠点）等、 」

の研究拠点 「戦略企画室」等のマネジメント拠点に対し、戦略的に教員を配置した。、

（５）新たな人事制度の導入について：①任期制の「特任教員制度」を創設するとともに、②

広報マネージャー等のスペシャリストの非常勤職種を創設し、それに基づく人事を実施し

た。

（６）優秀な人材の恒常的確保について：医学部附属病院において、優秀な人材の恒常的確保

を図るため、非常勤看護師や非常勤臨床工学技士の常勤化を可能とする制度を整備した。

（７）財務的資源の戦略的配分について：①複数の理事等から構成される「財務委員会」を設

置し、予算配分方式の策定、財務的資源の戦略的・効果的活用を行った。②「教育研究活

性化支援経費」を創設し、学内競争的環境の下に戦略的・独創的な教育研究に繋がるプロ

ジェクトの支援を開始した。さらに、③学長裁量予算枠をはじめ、部局長裁量予算枠を設

定し、学長・部局長の財務面でのリーダーシップを発揮できるようにした。

（８）大学支援組織との連携強化について：保護者組織である「育友会 、同窓会の連合体で」

ある「学友会」との情報共有、大学支援の方法等を協議した。

３ 財務内容の改善

（１）学長を中心とする予算編成機能の強化について：法人化初年度にあたる平成 年度予16
算から、上記「財務委員会 （当初は法人化予算配分方式検討ＷＧ）での予算配分案の検」

討をふまえて、役員会で予算配分案を決定するという、予算配分方式の抜本的改革を実行

した。

（ ） （ ）、２ 外部資金その他の自己収入の改善について：①科学研究費補助金 前年度比 ％増12.8
共同研究（ ％増 、奨学寄付金（ ％増）の増収を実現し、厚生労働科学研究費補78.9 39.9）

助金（約 億円）をはじめ、がん研究補助金、産業技術研究助成事業費等を獲得した。2.3
7.9②その他の公的な競争的外部資金については ２１世紀ＣＯＥプログラム ７件 約、「 」（ 、

億円）をはじめ 「現代的教育ニーズ取組支援プログラム （１件 「専門職大学院形成、 」 ）、

支援プログラム （１件 「ラオス国立大学経済経営学部支援事業 （ＪＩＣＡ、１件）」 ）、 」

を獲得した。③寄付講座については、医学系研究科において「臨床薬効評価学講座 （三」

共、寄付金総額２億円 「立証検査医学講座 （シスメックス、 億円）を実現した。）、 」 1.5
（３）インセンティブによる自己収入の増加について：公開講座等を収入見合い事業とするこ

と等、インセンティブの付与による部局での自己収入の増加を図った。

（４）医学部附属病院の増収対策について：手術室の運用改善 「外来化学療法室 ・ 患者支、 」「

5.1 171援センター の開設等により 年度計画における当初収益見込額に対して ％増の約」 、

億円の収益を実現した。

（５）経費の節減について：①指定職適用等の見直しによる人件費の節減（約 万円）を2,200
はじめ、②冷暖房の抑制等による光熱水料の節減や、会議資料等のＷｅｂ化による印刷費
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の節減等、管理的経費の縮減、③医学部附属病院における物流管理の徹底や機器の一元管

理による経費節減等を実現した。

（６）既存施設の有効活用について：①施設の積極的活用とその有料化を行った。②職員宿舎

の貸与条件の緩和により空室の減少を図った。

（７）知的財産の活用について： 知的財産ポリシー」を定め、知的財産を原則大学帰属とす「

るとともに、知的財産の有効活用を促進した。

４ 施設の整備・安全管理・環境保全等

１）施設マネジメントの強化について：理事を委員長とする「施設マネジメント委員会」を（

設置し、施設マネジメント基本方針に基づく活動を開始した。

（２）学舎等の整備について：①社会科学系部局の総合研究棟（延床面積約 ㎡）の新営9,000
工事、②理学部の総合研究棟（延床面積約 ㎡）の改修工事を行い、教育研究施設の5,600
充実に努めた。また、③発達科学部に学生ホール等を設置するなど、学生の生活環境の改

善に努めた。④地域に密着した社会貢献を進めるため、農学部附属食資源教育研究センタ

ーに繁殖育成牛舎を増築した。さらに、⑤医学部附属病院にＰＦＩ事業による立体駐車場

を新設し、外来者等の便宜、周辺環境改善を図った。

（３）安全管理について：産業医・衛生管理者・安全主任者を配置し、特に衛生管理者は法定

数を上回る人数を確保するとともに、産業医、衛生管理者の巡視結果について安全衛生委

員会で報告し、全学での情報共有を図った。また、巡視を実行し、その勧告に基づく安全

衛生の改善を図った。

（４）環境保全について：環境管理センターを設置し、環境保全問題の一元的管理を行い、環

境調査を定期的に実施するとともに、各部局等の省エネルギーを図った。

（５）文化財の保護について：附属病院立体駐車場工事に伴う緊急発掘の結果出土した平家関

係重要遺構を保存し、文化財の保全に努めた。

５ 評価に関する活動

（１）学内での自己評価体制の強化について：学長補佐を室長とする「情報・評価室」を設置

するとともに 「神戸大学における点検・評価の基本的な考え方 （評価指針）を策定し、、 」

全学に周知した。

（２）有識者による外部評価について：外部有識者による外部評価を複数部局において実施

し、その結果をホームページ、出版物により積極的に公表した。

（３）データベースの構築について：自己点検・評価のためのデータベースである「神戸大学

情報データベース （ＫＵＩＤ）を構築するため、入力項目の選定作業を進め、平成 年」 17
度における完成を目指して試験入力を行った。

６ 情報公開・情報管理・広報活動

（１）個人情報の保護について：①個人情報保護法の施行に対応するため 「情報セキュリテ、

ィポリシー」の改訂や「個人情報管理規則」等の制定を行った。②職員に対する学内研修

会を実施し、法の趣旨の徹底を図った。

（２）広報体制の整備について：①「広報室」を設置し、専任の教職員を配置した。②大学ホ
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ームページの全面改定を行った。このホームページ（平成 年度版）は、関係調査機関16
により、国立大学法人では総合第１位の評価を受けた。③受験生・保護者・同窓生等に向

（『 』）、 （『 』）けた広報誌 及び研究・産学連携紹介誌 神戸大学最前線KOBE university STYLE
を新たに発行した。④首都圏での広報活動・情報収集等を展開するため 「神戸大学東京、

オフィス開設準備室」を設置して活動を開始した。

３．事務所等の所在地

施 設 等 名 所 在 地

本部 兵庫県神戸市灘区六甲台町

国際文化学部、発達科学部 兵庫県神戸市灘区鶴甲

医学部医学科 兵庫県神戸市中央区楠町

医学部保健学科 兵庫県神戸市須磨区友が丘

海事科学部 兵庫県神戸市東灘区深江南町

農学部附属食資源教育研究センター 兵庫県加西市鶉野町

発達科学部附属住吉小学校、中学校 兵庫県神戸市東灘区住吉山手

発達科学部附属明石小学校、中学校、幼稚園 兵庫県明石市山下町

発達科学部附属養護学校 兵庫県明石市大久保町

大阪サテライト教室 大阪府大阪市北区中之島

中国コラボレーションセンター 北京市朝陽区建国門外大街

４．資本金の状況

１２１，８３９，２２８，５６９円（全額 政府出資）
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５．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事８人、監事２人。任期は国立

大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人神戸大学学則の定めるところによる。

役 職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴

学 長 野上 智行 平成16年 4月 1日 平成 4年10月 神戸大学発達科学部教授

～平成17年 2月15日 平成10年10月 同 発達科学部長

平成17年 2月16日 平成13年 2月 神戸大学長

～平成21年 3月31日

理 事 濱田 冨士郎 平成16年 4月 1日 昭和55年 4月 神戸大学法学部教授

～平成17年 2月15日 平成10年 4月 同 学生部長

平成12年 4月 同 大学院法学研究科教授

理 事 ｼｬﾄｯｸ ﾏｲｹﾙ ﾙｲｽ 平成16年 4月 1日 昭和44年 ウォーリック大学事務局次,
(非常勤 ～平成16年12月31日 長，学務部長，事務局長

・学外) 平成11年 ロンドン大学教育研究所高

等教育センター客員教授，

高等教育マネジメント・ジ

ョイントディレクター

理 事 北村 新三 平成16年 4月 1日 昭和60年 4月 神戸大学工学部教授

～平成17年 2月15日 平成13年 6月 同 学長補佐

平成17年 2月16日 平成14年 4月 同 副学長

～平成19年 2月15日

理 事 佐々木 武 平成16年 4月 1日 平成 2年 4月 神戸大学理学部教授

～平成17年 2月15日 平成11年 4月 同 理学部長

平成15年 4月 同 附属図書館長

理 事 石川 齊 平成16年 4月 1日 昭和61年 4月 神戸大学医療技術短期大学

～平成17年 2月15日 部教授

平成 6年10月 同 医学部教授

平成13年 2月 同 副学長

理 事 鈴木 正幸 平成16年 4月 1日 昭和63年 5月 神戸大学文学部教授

～平成17年 2月15日 平成11年 9月 同 文学部長・文化学研究

平成17年 2月16日 科長

～平成19年 2月15日 平成15年 1月 同 学長補佐

理 事 守殿 貞夫 平成16年 4月 1日 昭和60年 5月 神戸大学医学部教授

～平成17年 2月15日 平成 8年10月 同 医学部附属病院長

平成17年 2月16日 平成15年 2月 同 大学院医学系研究科長

～平成19年 2月15日 ・医学部長

理 事 阪内 宏一 平成16年 4月 1日 平成11年 4月 国立特殊教育総合研究所総

～平成17年 2月15日 合企画調整官

平成13年 4月 福島大学事務局長

平成15年 7月 神戸大学事務局長
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理 事 眞山 滋志 平成17年 2月16日 平成 7年 4月 神戸大学農学部教授

～平成19年 2月15日 平成14年 4月 同 農学部長

平成14年 4月 同 遺伝子実験センター長

理 事 西島 章次 平成17年 2月16日 平成 6年 3月 神戸大学経済経営研究所

～平成19年 2月15日 教授

平成 7年 4月 同 大学院国際協力研究科

教授

平成10年 4月 同 経済経営研究所教授

平成14年 4月 同 経済経営研究所長

(～ )16.3
理 事 西田 修身 平成17年 2月16日 平成元年 4月 神戸商船大学商船学部教授

～平成19年 2月15日 平成15年10月 神戸大学海事科学部教授

平成15年10月 同 海事科学部長

理 事 坂本 邦夫 平成17年 2月16日 平成 9年 4月 神戸大学経理部長

～平成19年 2月15日 平成11年 4月 国立民族学博物館管理部長

平成13年 4月 総合地球環境学研究所管理

部長

平成15年 1月 和歌山大学事務局長

平成16年 4月 国立大学法人和歌山大学

理事

理 事 高﨑 正弘 平成17年 2月16日 平成 9年 6月 さくら銀行代表取締役会長

(非常勤 ～平成19年 2月15日 平成11年 5月 関西経済連合会副会長

・学外) 平成13年11月 神戸商工会議所副会頭

平成14年 6月 三井住友銀行特別顧問

監 事 赤塚 宏一 平成16年 4月 1日 平成 8年 6月 (社)日本船主協会常務理事

～平成18年 3月31日 平成15年11月 (財)海事産業研究所

客員研究員

監 事 小西 忠光 平成16年 4月 1日 平成13年 7月 新日本監査法人理事

(非常勤) ～平成18年 3月31日 平成16年 5月 新日本監査法人常任理事

６．職員の状況

教員 １，５６３ 人

職員 １，２１９ 人
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７．学部等の構成

学 部 研究科 附置研究所

文学部 文学研究科 経済経営研究所

国際文化学部 総合人間科学研究科

発達科学部 法学研究科

法学部 経済学研究科

経済学部 経営学研究科

経営学部 医学系研究科

理学部 文化学研究科

医学部 自然科学研究科

工学部 国際協力研究科

農学部

海事科学部

８．学生の状況

総学生数 １９，６８７人

学部学生 １２，８４５人

修士課程 ２，６９３人

博士課程 １，７３２人

専門職学位課程 ２２９人

乗船実習科学生 ６３人

附属学校児童・生徒 ２，１２５人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣
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１１．沿革

神戸大学は、 （明治 ）年に高等教育機関として設置された神戸高等商業学校を創立基盤1902 35
としており、 （昭和 ）年 月 日 「国立学校設置法」公布により、神戸経済大学・神戸1949 24 5 31 、

工業専門学校・姫路高等学校・兵庫師範学校・兵庫青年師範学校を包摂して、神戸大学が設置され

た。当初は文理学部・教育学部・法学部・経済学部・経営学部・工学部の 学部でスタートし、附6
、 。 。属図書館が置かれ 経済経営研究所が附置された 経済学部と経営学部には第二課程が設置された

教養課程の教育は神戸教養課程（後に御影分校）と姫路分校とに分かれて行われた。

（昭和 ）年 月、大学院法学研究科・経済学研究科・経営学研究科（修士課程・博士課1953 28 4
程）が設置され、翌年に文理学部が文学部と理学部とに分離された。 (昭和 )年 月には法1955 30 7
学部にも第二課程が設置された。

年代に入ると六甲台地区への学舎統合が始まり、国立移管された医学部と一部の施設を除1960
くすべての学部が、 （昭和 ）年までに六甲台地区に集結した。 （昭和 ）年には教養1968 43 1963 38
部が発足し、 （昭和 ）年には兵庫県立神戸医科大学の国立移管により医学部が、 （昭1964 39 1966
和 ）年には兵庫県立兵庫農科大学の国立移管により農学部が設置された。 （昭和 ）年に41 1967 42
は兵庫県立神戸医科大学附属病院と兵庫県立厚生女子専門学院も国立移管されてそれぞれ医学部附

属病院、同附属看護学校となった。また医学部には附属専修学校として （昭和 ）年に附属1969 44
衛生検査技師学校（後に附属臨床検査技師学校）が付設された。

（昭和 ）年から本格化した大学紛争の影響は神戸大学にも及び、同年 月から翌年にか1968 43 12
けて学舎の封鎖などが行われたが、 （昭和 ）年後半には徐々に沈静化した。1969 44

大学院は、専攻科での教育（工学専攻科・理学専攻科・文学専攻科・教育専攻科）を改めて、す

でに博士課程を設置していた学部を除くすべての学部で （昭和 ）年までに修士課程まで設1981 56
置された（大学院工学研究科・理学研究科・文学研究科・農学研究科・教育学研究科 。県立大学）

時代の研究科を移管して医学研究科（博士課程）が設置されたのは （昭和 ）年である。新1967 42
しい博士課程の設置は学部の枠組を越えた独立研究科の設置として準備され、 （昭和 ）年1980 55
の文化学研究科、 （昭和 ）年の自然科学研究科として実現した。同年には医学部附属の専1981 56
修学校（附属看護学校・附属臨床検査技師学校）を母体として医療技術短期大学部が発足した。

（平成 ）年、教育学部・教養部を改組して発達科学部・国際文化学部が、また 番目の独1992 4 3
（ 、 ） 。 、立研究科として大学院国際協力研究科 修士課程 後に博士課程 が発足した 医学部保健学科は

医療技術短期大学部を母体として 平成 年に設置された また 自然科学系の大学院 理、 （ ） 。 、 （1994 6
学研究科・工学研究科・農学研究科）は、同年自然科学研究科（博士課程前期課程）に移行した。

さらに （平成 ）年に大学院総合人間科学研究科（修士課程、後に博士課程）が設置された。1997 9
保健学専攻の新設にともない、大学院医学研究科は （平成 ）年に医学系研究科と改められ1999 11
た。なお、 年代には第二課程の見直しも行われ、 (平成 )年には経営学部に、 年(平1990 1993 5 1994
成 )年には法学部と経済学部に昼間主コースと夜間主コースが設けられた。6

（平成 ）年には神戸大学と神戸商船大学とが統合し、第 番目の学部として海事科学部2003 15 11
が設置された。
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１２．経営協議会・教育研究評議会

○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

野上 智行 学長

鈴木 正幸 理事

北村 新三 理事

眞山 滋志 理事

西島 章次 理事

西田 修身 理事

守殿 貞夫 理事

坂本 邦夫 理事

高﨑 正弘 理事（非常勤）

天野 郁夫 (独)国立大学財務・経営センター研究部長

井戸 敏三 兵庫県知事

井上 善文 神戸大学育友会理事長

河内 鏡太郎 読売新聞大阪本社取締役編集局長

佐藤 友美子 サントリー次世代研究所部長

谷井 昭雄 松下電器産業(株)特別顧問

新野 幸次郎 神戸大学学友会会長

(財)神戸都市問題研究所理事長

濱 清 大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所名誉教授

水越 浩士 神戸製鋼所会長

神戸商工会議所会頭

関西経済連合会副会長

矢田 立郎 神戸市長

○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

野上 智行 学長

鈴木 正幸 理事

北村 新三 理事

眞山 滋志 理事

西島 章次 理事

西田 修身 理事

守殿 貞夫 理事

坂本 邦夫 理事

松嶋 隆二 文学部長

林原 純生 文学部教授

大津留 厚 文学部教授

宗像 惠 国際文化学部長
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横山 良 国際文化学部教授

吉岡 政徳 国際文化学部教授

和田 進 発達科学部長

朴木 佳緒留 発達科学部教授

靑木 務 発達科学部教授

武田 廣 理学部長

冨宅 喜代一 理学部教授

樋口 保成 理学部教授

薄井 洋基 工学部長

林 真至 工学部教授

森本 政之 工学部教授

中村 千春 農学部長

向井 文雄 農学部教授

内田 一徳 農学部教授

井上 欣三 海事科学部長

杉田 英昭 海事科学部教授

久保 雅義 海事科学部教授

瀧澤 栄治 法学研究科長

山田 誠一 法学研究科教授

近藤 光男 法学研究科教授

中谷 武 経済学研究科長

入谷 純 経済学研究科教授

滝川 好夫 経済学研究科教授

櫻井 久勝 経営学研究科長

金井 壽宏 経営学研究科教授

古賀 智敏 経営学研究科教授

前田 盛 医学系研究科長

片岡 徹 医学系研究科教授

多淵 芳樹 医学部教授

福田 秀樹 自然科学研究科長

前川 昌平 自然科学研究科教授

田淵 基嗣 自然科学研究科教授

片山 裕 国際協力研究科長

高橋 基樹 国際協力研究科教授

佐々木 武 附属図書館長

山地 秀俊 経済経営研究所

下村 和雄 経済経営研究所

春日 雅人 医学部附属病院長

冨田 佳宏 学術情報基盤センター長

大前 伸夫 連携創造センター長
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堀尾 尚志 大学教育研究センター長

堀田 博 留学生センター長

中川 正之 国際コミュニケーションセンター長

馬場 久光 保健管理センター所長

「事業の実施状況」

Ⅰ．大学の教育研究との質の向上

１．教育に関する実施状況

（１）教育の成果に関する実施状況

別紙１のとおり

２．研究に関する目標

別紙２のとおり

３．その他の目標

別紙３のとおり

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

１．運営体制の改善に関する実施状況

別紙４のとおり

２．教育研究組織の見直しに関する目標

別紙５のとおり

３．教職員の人事の適正化に関する目標

別紙６のとおり

４．事務等の効率化・合理化に関する目標

別紙７のとおり

Ⅲ．財務内容の改善

別紙８のとおり

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

別紙９のとおり

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項

別紙１０のとおり
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Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙１１のとおり

Ⅶ．短期借入金の限度額

別紙１２のとおり

Ⅷ．重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

別紙１３のとおり

Ⅸ．剰余金の使途

該当なし

Ⅹ．その他

１．施設・整備に関する状況

別紙１４のとおり

２．人事に関する状況

別紙１５のとおり

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社

該当なし

２．関連会社

該当なし

３．関連公益法人等

該当なし
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大学の教育研究等の質の向上Ⅰ

１ 教育に関する目標
（２）教育の成果に関する目標

○学部教育

・学部教育における全学共通教育と専門教育の関係を見直し，学部教育を通じて，課題探求能力

の育成を重視する。中
・全学共通教育を，全学を挙げて取り組むべき根幹的教育として明確に位置付け，幅広く深い知

識の習得，外国語運用能力や情報リテラシーの育成のための教育の場とし，その教育内容の充

実を目指す。期
・学部における専門教育では，全学共通教育との有機的な連携を図り，各学部の理念と目標に従

って，学生に基礎的な専門性と幅広い視野を身に付けさせるような教育を行う。

○大学院教育目
・博士前期（修士）課程の教育においては，各専門領域に関する基礎から応用及び先端まで学べ

る教育体制の充実を目指す。また，研究者と高度専門職業人の養成及び社会人と留学生の受け

入れを促進する。標
・博士後期（博士）課程の教育においては，独創性・創造性に富み「知のフロンティア」を開拓

する能力を有し，教育研究面での国際的貢献に寄与する人材の養成を目指す。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○学部教育

・平成16年度・17年度に，全学 ・全学共通教育科目の開講枠を ・全学共通教育については，全学教育等専門委員会で検討を行い 「平成18年度，

共通教育科目の開講枠を増やし， 増やし，受講者数の適正化を進め 以降の全学共通教育について（報告２ 」を取りまとめた。主な内容としては，）

受講者数の適正化を進めるととも るとともに，教育内容の充実を図 教養原論の大幅な見直しや語学カリキュラムの変更，語学種の追加などによる

， 。 ， ， ，に 教育内容の充実を図る 更に る。更に，新たな高校教育課程を 内容豊かなカリキュラムの編成 教養原論開講数の増による大規模授業の解消

新たな高校教育課程を経た者が入 経た者が入学する平成18年度以降 教室の増設や図書館の整備による学習環境の改善などである。

学する平成18年度以降における全 における全学共通教育の抜本的改 ・平成18年度からの全学共通教育の実施に係る具体案については，全学教育等

学共通教育の抜本的改革に向け 革に向けて，カリキュラムや実施 専門委員会を中心として更に検討を進めている。

て，カリキュラムや実施体制につ 体制改善の具体案を策定する。 ・平成16年度には，全学共通授業科目のうち教養原論等の受講者数の適正化を

いて本格的な検討を進める。 図った。

＊全学共通教育の授業科目 ・全学共通教育の授業科目名，授業内容，開講予定数，担当教育部会について

名，内容，講義数，担当，時間割 は 「平成18年度以降の全学共通教育について（報告２ 」において取りまとめ， ）

の編成等を決定し，履修規則案を た。

策定する。 ・平成18年度の時間割については，上記報告をもとに，全学教育等専門委員会

及び全学共通授業科目時間割編成ワーキンググループで検討を行った結果，基

本的な部分については既に編成を終えている。

・カリキュラムの見直し等に伴う履修規則案については現在策定中である。

・外国語教育の実施体制を一新 ・国際コミュニケーションセン ・外国語による総合的なコミュニケーション能力の開発を目指したカリキュラ

し，国際コミュニケーションセン ターにおいては，外国語による総 ム開発及び実施体制の強化については 「平成18年度以降の全学共通教育につい，

ターを中心に，学部生及び大学院 合的なコミュニケーション能力の て（報告２ 」として取りまとめており，その中で，外国語教育カリキュラムの）

生を対象として，総合的なコミュ 開発を目指したカリキュラム開発 大幅な見直しと実施体制の改善策等が示されている。

ニケーション能力開発を目指した を行い，外国語教育の実施体制を ・平成17年７月に大学教育研究センターを大学教育推進機構に改編するが，国

教育を展開する。 強化する。 際コミュニケーションセンターの外国語教育に果たす役割を明確にするため，

外国語教育部門を設置し，部門長には国際コミュニケーションセンター長を充

てることとした。

・平成18年度以降は国際コミュニケーションセンターが中心となって，外国語

教育に係る企画・立案・実施等を担い，外国語教育の更なる充実強化を図るこ

ととしている。

・平成18年度以降の外国語教育 ・国際コミュニケーションセンターでは，外国語運用能力の開発等を目的とし

の推進方策を策定する。 て，平成16年度までに，ランゲージハブ室４室及びＣＡＬＬ教室２室を整備し

た。

・ランゲージハブ室には，外国人学生ＴＡや外国語専任教員を常駐配置し，学

生の学習相談や語学の課外指導を行っている。

・ＣＡＬＬ教室は学生の自習スペースとして，また先端的な語学教育の実践の

場として，有効に運用・活用している。

・学部教育では，３部局（経営・医・工）において，外国語試験の取扱等につ

いて検討を進めているが，平成17年度には，医学部第３年次生全員にＴＯＥＦ

Ｌ受験を課すこととした。

・平成16年度から，新入生全員 ・新入生全員に対し情報倫理， ・平成16年度から，新入生全員に対して，情報倫理，情報機器操作等の内容の

に対し情報倫理，情報機器操作等 情報機器操作等の内容の習得を目 習得を目的とした「情報基礎」を必修科目として新設した。

の内容を習得させるため「情報基 的とする「情報基礎」を新設，提 ・実施にあたっては，新たなテキストとして「情報基礎2004」を作成し，講義

礎 を新設 提供することにより 供し，適正かつ充実した情報教育 時間内の利用だけではなく通常マニュアルとしても利用できるようにするとと」 ， ，

適正かつ充実した情報処理教育を を進め，その要改善点を示す。 もに，Ｗｅｂを用いた教材提示や学習到達度を簡易に測定する学習システムを

進める。 構築した。

・平成17年度は，情報基礎再履修クラスを開講するなど，より効果的な授業体

制の確立を目指す。

・学生が社会現場で自ら学ぶた ・教育における国際性を強化す ・学生の海外インターンシップの実施を促進するため，国際交流事業促進基金

神戸大学

別紙１



- 15 -

めの海外インターンシップや留学 るため，国際交流推進機構を中心 から渡航費，滞在費等の一部を補助する大学独自の制度を創設した。平成16年

等の制度を一層充実すると同時 にして海外インターンシップを実 度は，兵庫県との協力・連携により，シアトル（アメリカ合衆国）及びパース

に，ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学 施するほか，留学等の制度を一層 （オーストラリア）にある同県海外事務所に２名ずつ計４名を派遣した。

交流機構）等への参加を通じて， 充実させると同時に ＵＭＡＰ ア ・部局においては，海事科学部が海外インターンシップを展開・充実するため， （

国際交流を促進する。 ジア太平洋大学交流機構）が実施 のコーディネータ教員を配置して，社団法人日本海事検定協会シンガポール事

する単位互換制度の導入について 務所に２名の大学院生を派遣している。

調査する。 ・ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流機構）を活用した単位互換制度の導入につ

いては，国際交流推進室会議にて問題点の整理を行っている。

○大学院教育

・博士前期（修士）課程におい ・博士前期（修士）課程におい ・博士前期（修士）課程においては，各研究科の理念と目標の達成のため，５

ては，各研究科の理念と目標を達 ては，各研究科の理念と目標の達 研究科（文，法，経済，経営，国協）において，学生の受け入れ方針と教育体

成するために学生受け入れ方針と 成のため，学生受け入れ方針と教 制の整合性について専攻の再編，実践的教育を行うための施設設置，留学生受

教育体制の整合性を平成18年度ま 育体制の整合性について点検を行 入体制等を中心に点検を行った。

でに見直し，その特徴を再規定し う。

て個性を発揮しうる教育体制を確

立する。

・各研究科において高度な専門 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

的知識・技術を持った職業人養成

を推進するとともに，専門職大学

院創設の可能性を検討する。

・博士後期（博士）課程におい ・博士後期（博士）課程の学生 ・全研究科を対象に，大学院学生海外派遣事業として年４回の募集で，中国・

ては，有能な研究者を養成するた に対して，学内外での共同研究や アメリカ・韓国他数か国に37人を派遣した。

め，学生に学内外の共同研究や研 研究集会への参加と発表を奨励す

究集会への参加と発表を促し，国 るため，旅費等の援助の方策を強

際性を身に付けさせる指導体制を 化する。

強化する。

神戸大学

別紙１
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

○目指すべき研究の方向性

・各研究分野における研究水準の全般的な向上を目指し，特定の領域での世界水準の達成，特化

した領域での世界最高水準の研究を進める。

・国際レベルでの共同研究の実施や国際的な学術集会の開催などを含めて積極的に国の内外との中
交流を図るとともに，対外的な競争力を養う。同時に，外国の関連する大学，研究所等との連

携を図り，研究者・留学生の相互交流を積極的に推進し，教育研究の国際的な協力を図る。

○全学的な評価体制の確立期
・研究水準の向上のために，多面的かつ多層的な点検評価を進める。そのために，部局毎の評価

体制を更に整備し，全学的な恒常的評価体制を確立する。

○大学として重点的に取り組む領域の選定目
・卓越した研究の可能性の高い課題領域を定め，大学として重点的に取り組む領域として支援す

る。

・総合的な観点から研究者，研究グループを評価し，分野並びに期間を限定して研究者，施設，標
設備等を重点的に配置し，それによって特定の分野の特色を高め，その分野の刺激により全体

の活性化を図る。

○研究成果の社会への還元

・すべての学問分野において，研究成果は人類共有の知的資産であるという視点に立ち，社会の

一員としての神戸大学の使命を果たすために，研究成果を積極的に社会へ還元するよう努める。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○目指すべき研究の方向性を実現

し，研究水準及び成果を検証する

ための具体的方策

・世界的な研究レベルにある分 ・世界的な研究レベルにある分 ・２１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点に対しては，学術研究推進機構の下にＣ

野については，その水準の維持と 野については，その水準の維持と ＯＥ推進委員会を設置して，拠点形成に向けた助言，評価を行っている。

研究の一層の発展を目指し，他の 研究の一層の発展を目指し，他の ・バイオシグナル研究センター（拠点名：蛋白質のシグナル伝達機能）におい

， ，【 ，研究分野においても国内における 研究分野においても国内における ては ＣＯＥプログラムの中間評価において 当初の計画は順調に実施され

第一線の研究水準を維持し，ある 第一線の研究水準を維持し，ある 現行の努力を継続することによって目的達成が可能】と評価された。

いはそれに到達するために，各分 いはそれに到達するために，各分 ・各部局においても自己点検・評価及び外部評価を行うための検討を行ってお

野における研究水準の自己点検評 野における研究水準の自己点検・ り，文学部・文学研究科では，合同評価ワーキンググループを設置し，評価基

価・外部評価を行い，それに基づ 評価及び外部評価を行うための体 準の策定作業に着手した。経済学部・経済学研究科では，２１世紀ＣＯＥプロ

く改善策を講じる。 制の整備を図る。 グラム採択に伴い，ＣＯＲＥＡＰ（経済学国際共同センター）を創設し，ＣＯ

Ｅ研究活動に対してＣＯＲＥＡＰ海外スタッフによる質的評価システムを導入

する試みを行い，高い評価を得た。経営学研究科では教育・研究及び社会連携

活動について適切なアドバイスを得るために「アドバイザリー・ボード」を設

置し，産業界等の有識者から助言を得て運営に反映させている。また，医学系

研究科では，医科学専攻長を室長とする研究統括室を設置し，研究関係委員会

及び大学院教育関係委員会をその下におく再編案を策定した。更に，自然科学

研究科では，すべての研究の評価を行うため「研究評価委員会（仮称 」を設）

置し，同委員会の下でプロジェクト研究の中間報告会を実施した。

・上記のように，各部局とも，評価委員会等を中心として，評価基準・評価方

法等の検討を行うとともに，研究経過報告会の実施等を通じて教員間での相互

評価を行う体制を整備した。

・研究分野が国際的性格を帯び ・研究分野が国際的性格を帯び ・研究分野が国際的性格を帯びているものについては，全学的な評価の指針に

るものについては，特に海外の研 るものについては，特に海外の研 基づき，研究評価の在り方を検討することとした。

究者等による評価を定期的に受け 究者等による評価を定期的に受け ・経済経営研究所では独自の評価体制として，共同研究等で滞在する外国人研

る体制を整備する。 る体制について検討する。 究者に対し，共同研究並びに当該研究所に関する評価レポートの提出を課して

いる。

・各研究分野における研究活動 ・各研究分野における研究活動 ・｢神戸大学情報データベース（ＫＵＩＤ）開発概要｣が教育研究評議会で承

に関わる諸要素を集積するデータ に関わる諸要素を集積するデータ 認され，データベース項目の骨子を固めた。これに基づき，プロトタイプを構

ベース化を推進するとともに，そ ベースを試験導入し，保守・運用 築するとともに，学内各所の既存データから効率的にデータを収集するデータ

れと並行しながら，各研究分野の 体制を検討する。それと並行しな 変換ツールを構築した。また，研究水準を公平かつ適正に評価するための評価

特色に配慮しつつ，研究水準を公 がら，各研究分野の特色に配慮し 項目・評価手法等については，評価委員会等において調査研究を開始した。

平かつ適正に評価するためのシス つつ，研究水準を公平かつ適正に

テムを開発する。 評価するためのシステム作りを検

討する。

○評価体制についての具体的方策

・ 全学評価組織」並びに各部 ・現在，学部・研究科に置かれ ・学内共同教育研究施設に関しては，規模等に応じて自己点検・評価組織，あ「

局の「評価委員会 （詳細はⅣを ている自己点検・評価組織を学内 るいは，それに相応する評価体制を整えた。」

参照）は，自ら行う大学の点検評 共同教育研究施設にまで拡充し， ・国立大学法人評価や認証評価に関する状況や情報はグループウエアや電子メ

価及び外部評価はもとより，国立 自己点検・評価及び外部評価を行 ール等により共有し評価に対する意識を高めた。

大学法人評価委員会の方針等に基 う体制の整備を推進する。 ・各部局においても自己点検・評価報告書や外部評価報告書を適宜公表した。

づき，研究活動の状況について評

価し，報告書を公表する。

神戸大学

別紙２
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○大学として重点的に取り組む領

域の選定の具体的方策

・２１世紀ＣＯＥプログラム ・２１世紀ＣＯＥプログラム並 ・２１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点に対しては，研究室の優先的措置，ＣＯ

や，各部局の重要な研究課題，時 びに各研究指向型センター及び部 Ｅ助手の配置等全学的な支援を行っている。

限的研究課題等を重点的に支援す 局の重要な研究課題，萌芽的研究 ・間接経費を用いて新たに「教育研究活性化支援経費」を創設し，学内公募に

る。 課題等を重点的に支援する。 より選定した戦略的・独創的な研究課題に対して経費を配分する等重点的支援

を行った。

・各部局においても重要な研究課題，萌芽的研究課題の重点的支援を行ってお

り，国際文化学部では，プロジェクト研究に対する支援体制を確立し，毎年，

研究費の20％を｢研究・教育プロジェクト｣に充当し，プロジェクト委員会で審

査・採択している。農学部では，企画室において研究課題を特化させ，共同研

究プロジェクトチームを形成している。発達科学部では，プロジェクト研究経

費支援制度に新たに重点配分枠を設け，プロジェクト研究選考委員会において

審査・採択を行った。法学部・法学研究科では，研究科企画室において海外先

進教育研究実践支援プログラムへの申請を検討し採択に至った。経済学部・経

済学研究科では，ＣＯＥに関連して，海外からの優秀な研究者の参加を受けた

シンポジウムと特別講義を多数開催した。経営学部・経営学研究科では，基礎

的研究や萌芽的研究に主として取り組む若手・中堅研究者への重点的予算配分

をすでに実施しているが，更に，先端的研究との最適バランスを考慮する方向

で研究委員会で検討している。海事科学部では，学部内予算を重点化し，一部

をプロジェクト共同研究に当てる等の取り組みを進めている。都市安全研究セ

ンターでは，12月にスマトラ沖地震の発生に関してプロジェクト研究を立ち上

げた。本研究ではその規模が大きいことに鑑み，学長裁量経費を充当しプロジ

ェクト研究期間を３か年間と設定した。

○研究活動支援のための具体的方

策

・特定の分野については世界的 ・特定の分野については，世界 ・２１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点に対しては，研究室の優先的措置，ＣＯ

な研究拠点を形成することを目指 的な研究拠点を形成することを目 Ｅ助手の配置等を行っている。

し，講座等の枠にとらわれること 指し，講座等の枠にとらわれるこ ・神戸医療産業都市構想に基づきポートアイランドに設置した神戸バイオテク

なく，分野並びに期間を限定して となく，分野及び期間を限定して ノロジー研究人材育成センターにおいては，バイオテクノロジー分野における

研究者，施設，設備等を重点的に 研究者，施設，設備等を重点的に 先端・融合領域の研究，人材育成を特定の研究領域や大学に限定されない新し

配分し，また研究者が一定期間研 配分し，また研究者が一定期間研 い形態により推進している。異分野の領域の研究者が複数の大学から集い，周

究に専念できる体制を整える。 究に専念できる体制を整える。 辺施設との連携の下で研究を実施している。

・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーでは，ナノ材料，フォトニクス応用の

分野の活力ある研究グループを新たに加え，また 「ナノ・フォトニクス・テ，

クノロジー」プロジェクトを立ち上げ，実用技術の確立に向けた研究開発を開

始した。

・各学部においても世界的な研究拠点の形成を目指すため，国際協力研究科で

は，講座等の枠にとらわれない資源重点配分システムの整備に向け，研究科共

同資料室を充実させ，国際協力･国際機関関連の情報の集約に努めた。経営学

部・経営学研究科では，研究教育組織の弾力的運用を図るルールを作成してい

るが，これを研究科運営委員会で常時見直し検討を重ねている。

・研究活動の支援のため，教員 ・研究活動の支援のため，教員 ・教室系技術職員及び図書館職員に対して，職員としての資質向上を図る目的

のみならず，研究支援職員に対す のみならず，研究支援職員に対す で自ら研修を行うとともに学外での研修に参加させた。また，学内共同教育研

る研修等も含め，自発的能力向上 る研修等も含め，自発的能力向上 究施設においては，利用料金の適正化を図るとともに，機器利用登録をＷｅｂ

のための機会を増やし，また，図 のための機会を増やし，また，図 上で行えるようにした。

書館・学内共同利用施設など機能 書館・学内共同教育研究施設など

の充実を図る。 の機能の充実を図る。

・研究に要する外部資金の獲得 ・研究に要する外部資金の獲得 ・連携創造センターの専任教員，コーディネーターを中心に競争的資金獲得・

を促すために，専門家を配置して を促すため，専門家を配置して研 プロジェクト支援グループを組織し，外部資金獲得に向けた支援体制を強化し

研究活動の支援体制を強化し，必 究活動の支援体制を強化し，必要 た。更に，研究室に出向いて教員のシーズの収集を積極的に行い，プロジェク

要な情報の収集や，プロジェクト な情報の収集や，プロジェクト形 ト形成等の支援を行っている。また，企業との共同研究を積極的に提案すると

形成等の支援を進める。 成等の支援を進める。 ともに，各省庁へのプロジェクトの応募支援も行い，共同研究件数等の大幅増

を実現した。

・各部局においても外部資金の獲得を促すための取り組みを拡充しており，経

営学部・経営学研究科では，研究委員会を通じて共同研究を組織したり，情報

提供を行うことで，科学研究費補助金や日本学術振興会からの研究資金の獲得

を図っている。その他民間機関や企業からの外部資金を獲得するための取り組

みを更に拡充することとしている。

・文部科学省による大学等改革推進補助金に基づく支援プログラム募集につい

ても積極的に取り組むこととしている。また，総合人間科学研究科では，プロ

ジェクト研究予算を設定し，プロジェクト形成の支援を行っている。特に，ヒ

ューマンコミュニティ創成研究センター設立準備室には特別の支援を行ってい

る。

○人事に関わる具体的方策

・人事の停滞が教育研究上の緊 ・人事の停滞が教育研究上の緊 ・検証及び必要な改善策として次の部局において実施あるいは検討した。

張感の欠如を引き起こし，研究の 張感の弛緩を引き起こし，教育研 ・発達科学部では平成16年４月から人事委員会を発足させ，採用人事を講座

発展の阻害につながることを排除 究の充実，発展の阻害につながる 単位から学部単位とする体制に移行

するため，それぞれの学科や専攻 ことを排除するため，それぞれの ・法学研究科では研究科企画室を設け，教員採用について流動性を高める措

における人事が当該組織の将来計 学科や専攻における人事が当該組 置の検討

画にどのように位置づけられてい 織の将来計画との関係でどのよう ・経済学研究科，経営学研究科では教員集会による人事評価システム構築に

るのかということを検証し，必要 に位置づけられているのかを検証 向けての意見交換及び教員人事の透明性を図るためジョブセミナーの実施

な改善策を講ずる。 し，必要な改善策を講じる｡ ・経営学研究科では他大学出身者，産業界からの多様な人材の確保など最適

な教員配置等についての検討

・農学部，自然科学研究科及び国際協力研究科では教育研究体制を充実させ

る人事改善策について検討

・人事を行うに当っては当該人 ・公募制の採用については，各 ・自然科学研究科においては，全専攻で公募制を導入し，国際文化学部，農学

事の詳細を内外に公表することを 分野の特質にも配慮しつつ，更に 部，法学研究科，経済学研究科，経営学研究科，経済経営研究所及び国際協力

神戸大学

別紙２
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原則とする。公募制の採用につい 導入を検討する。 研究科においては公募制による採用を実施した。

ては，各研究分野の特質にも配慮

しつつ更に導入を検討する。

・任期制については，研究教育 ・任期制については，教育研究 ・法学研究科においては一部で任期制を実施し，国際協力研究科及び留学生セ

分野，職種の状況を考慮してその 分野，職種の状況を考慮してその ンターにおいては，任期制導入について検討を行った。

導入の検討を進める。 導入の検討を進める。

○研究成果の社会への還元に関わ

る具体的方策

・神戸大学を取り巻く一般社会 ・神戸大学を取り巻く社会との ・文学部・文学研究科では，｢地域連携センター｣において，自治体の研究者・

との連携を強化するとともに，そ 連携を強化するとともに，それぞ 実務者，地域の専門家，市民団体リーダー等との共同研究を拡大した。

れぞれの学問分野の特質を生か れの学問分野の特質を生かし，国 ・発達科学部では 「発達支援インスティテュート・ヒュ－マンコミュニティ，

し，国際機関，地方自治体及び関 際機関 地方自治体及び関連機関 ー創設研究センター設立準備室」で，自治体，学校，ＮＰＯとの連携を深め，， ，

連機関，文化・芸術関連機関，Ｔ 文化・芸術関連機関，ＴＬＯ（技 学外研究員を委嘱し，社会との連携強化を図っている。また 「平成16年度社，

ＬＯ 技術移転機関 ＮＰＯ 非 術移転機関 ，ＮＰＯ（非営利組 会貢献レポート」を刊行する準備を行っている。（ ）， （ ）

営利組織）をはじめとする地域の 織）をはじめとする地域の諸組織 ・総合人間科学研究科では，国際シンポジウム(テーマ「記憶する都市 ）を11」

諸組織等との多彩な連携を構築 との多彩な連携を構築し，研究成 月20日，21日と開催し，同シンポジウムを基礎とした出版を計画中である。

し，研究成果公表の場（フォーラ 果公表の場（フォーラムの開催， ・経済学部・経済学研究科では 「ＪＩＣＡ 「財団法人２１世紀ヒューマン， 」，

ム開催等）を設け，それによって 広報誌への掲載等）を設け，研究 ケア研究機構 「ひょうご経済研究所 「関西社会経済研究所」等を通じて地」， 」，

研究成果を広くかつ有効に還元す 成果を広くかつ有効に社会に還元 域の研究活動に貢献した。

る。 する。 ・経営学研究科ではＮＰＯ法人「現代経営学研究所」との共催で，シンポジウ

ム「日本的経営を鍛える」を開催した。また，ワークショップ（４回）を実施

し，その内容は機関誌『ビジネス・インサイト （第46，47，48，49号）に掲』

載した。

・国際協力研究科では，トルコ国の教育と労働市場の研究をした際に，トルコ

国とテレビセミナーを行い，研究成果を社会に還元した。

・内海域機能教育研究センターでは，海藻類系統保存・分譲に関して国立環境

研究所と連携し，計画通り系統株の収集を進めており，平成17年度からの公開

・分譲に向けて準備を進めている。また，第10回国際系統株保全会議などで，

その広報を行った。

・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーでは，技術分野ごとに，関連企業の技

術者を含めた実用化技術検討会を開催し，実用化に向けて事業化活動を具体的

に推進した。

・兵庫県，神戸市等の地方自治体 （財）新産業創造研究機構（ＴＬＯひょう，

ごを含む ，(財）先端医療振興財団，(社）兵庫工業会，県立工業技術センタ）

ー，農業技術センター等と連携し，技術シーズを発信することで研究成果を広

くかつ有効に社会へ還元している。特に，みなと銀行及び県立工業技術センタ

ーとは連携に関する基本協定を締結し，両機関のネットワークを活用すること

でシーズの情報発信及び技術相談等を行い，県下の中小企業への研究成果の活

用に積極的に取り組んでいる。

神戸大学
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

○既存学問分野の点検評価と新しい学問分野の設定

・世界をリードする学術研究分野を育成する。このために研究教育の進展や社会的要請に応じ，

既存の学問分野を厳格に点検評価し，新しい学問分野を形成できる組織とする。中
○研究者等の柔軟な配置

・学部，研究科等の目標を明確化し，大学としての目標に沿った研究体制を構築できる柔軟な組

織形成を目指す。

○研究施設，設備の重点整備期
・重点研究項目に関係するプロジェクト研究等に施設，設備及び財源を重点配置するための仕組

みを設定する。

○研究資金の獲得増と重点配分

・大学として，外部資金，競争的資金の獲得について更なる努力を重ね，また大学としての重点目
的研究分野に研究資金を誘導する仕組みを設定する。

○競争的環境下での研究の質の向上

・競争的環境下での研究の重要性を啓発し，学術研究の質の向上とそれを推進する組織の構築を

目指す。標
○研究を通じての社会的貢献

・研究を通じた社会貢献が，大学の重要な任務であることに鑑み，産学官民連携を推進する体制

を整備する。

○その他の特記事項

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○学術研究推進機構と「全学評価

組織」の設置

・全学的立場から学術研究を推 ・全学的立場から学術研究を推 ・学術研究推進機構の下にある「学術研究推進委員会」の役割を，研究開発の

進する学術研究推進機構の役割を 進する学術研究推進機構の役割を 方向性の策定，研究開発プロジェクトの形成及び支援，研究教育の拠点形成等

明確にし，研究推進拠点形成にお 明確にし，研究推進拠点形成にお について審議するものとした。また，研究会を糾合し生命科学系産学官民連携

ける基本戦略を実施する中枢組織 ける戦略的中枢組織としての機能 専門委員会を立ち上げる等，全学の戦略的中枢組織としての機能を整備した ・。

としての機能を更に整備する。同 を整備する。同時に，研究につい 研究についての点検・評価・改善のためのシステムを開発するために 「神戸大，

時に 研究についての評価 点検 ての点検・評価・改善のためのシ 学における点検・評価の基本的な考え方」を策定した。また，外部評価のあり， ， ，

改善のためのシステムを開発す ステム（評価方法・評価項目・デ 方を含めた評価項目・評価基準・評価方法等について調査を進めている。

る。 ータベース化など）を情報・評価

室と戦略企画室が連携して段階的

に開発する。更に，外部評価の在

り方として，他大学の教員や実業

界の有識者への委託等を検討す

る。

・国際的水準の研究を実現する ・２１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点を中心に，シアトル（アメリカ合衆国 ，）

ために，既設の研究センターや２ 北京（中国）に海外拠点を設置した。

１世紀ＣＯＥプログラム拠点を核 ・学術研究推進機構及び国際交流推進機構において全学的な支援を行い，海外

として，国際共同研究の実施を推 の研究者との国際共同研究を推進している。

奨するとともに，大学としての支 （この事項に関しては，年度計画に明示していないが，中期目標・計画を達成

援体制について整備を図る。 するために行った平成16年度の状況である ）。

○適切な研究者等の配置に関する

具体的方策

・大型研究プロジェクト及び２ ・大型研究プロジェクト及び２ ・学長裁量枠教員定員（平成15年度末定員の５％)を設け，各部局供出計画を策

１世紀ＣＯＥプログラム拠点に対 １世紀ＣＯＥプログラム拠点に対 定するとともに，全学運営に必要となる部門への配置及び人材の戦略的雇用を

し，全学的見地より，プロジェク し，全学的見地から，プロジェク 可能とするため，戦略企画室，広報室，情報・評価室，環境管理センターに助

ト助手（ＣＯＥ助手）を配置して ト助手（ＣＯＥ助手）を配置して 手を，保健管理センターに産業医を配置した。

きた実績があり，平成16年度から きた実績を基に，この方式を更に

この方式を更に改善し，教員定員 強化し，教員定員の見直し，弾力

の見直し，弾力的運用等大学の戦 的運用等，大学の戦略に基づく研

略に基づく研究者重点配置の方策 究者重点配置の方策を探る。

を設定する。

・ 全学評価組織」並びに各部 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。「

局の「評価委員会」において，評

価に基づく改善状況を定期的に点

検し，点検結果の内容を研究者の

適切な配置のための諸施策に有効

利用することに努める。

・研究支援職員の業務内容を点 ・研究支援職員の業務内容を点 ・研究支援職員の業務内容を点検・評価するとともに，役割，運用方法，体制

検評価し，支援業務の効率化を図 検・評価し，支援業務の効率化を について検討を進めた。併せて効率化を図る体制作りに努めた。

る体制を検討する。 図る体制作りに努める。

○研究に必要な設備等の活用と整

備に関する具体的方策

神戸大学
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・世界的水準からみて重要であ ・世界的水準からみて重要な課 ・２１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点に対しては，ＣＯＥ推進委員会等におい

る課題，特に２１世紀ＣＯＥプロ 題，特に２１世紀ＣＯＥプログラ て助言，評価を行うとともに，研究室の優先的措置，ＣＯＥ助手の配置など全

グラムに採択された研究分野等に ムに採択された研究分野等につい 学的な支援を行っている。

， ，ついては施設及び設備の優先的充 ては 設備の優先的な充実を図り

実を図り，将来の更なる発展を期 将来の更なる発展を期する。

す。

・附属図書館においては，電子 ・電子ジャーナルや基本的な二 ・附属図書館において全学の電子的学術情報基盤の整備を進め，新規に化学分

。 ，資料等を含む学術情報の収集と提 次情報データベース（引用索引デ 野のデータベースSciFinderを導入した サービス中のデータベースについては

供，外国雑誌センター館機能，他 ータベース等）の整備状況を点検 アクセス統計を採取するなどにより利用コストの点検を実施している。また，

大学等との協同及び電子図書館シ し，適切な電子的学術情報基盤の 平成17年度の電子ジャーナルコンソーシアムへの参加方策について全学的に検

ステムによる情報発信など，研究 整備方策を立てる。 討し，全学経費投入によって参加を継続することとした。

支援機能の整備・強化を図る。

， ，・人文・社会科学分野の学術雑 ・社会科学系図書館において国内未収の外国雑誌約1,000誌を収集し 引き続き

。 ， ，誌に関する全国共同利用の拠点図 全国に複写等の情報サービスを実施した また 社会科学系図書館増築に伴い

書館として，外国雑誌センター館 雑誌閲覧室を整備し，閲覧・利用環境を大幅に改善した。

機能の整備に努める。

， ，・電子図書館システムのコンテ ・神戸大学電子図書館システム事業を附属図書館の所掌に変更し 引き続いて

ンツの充実を継続して進める。 震災関係・経済関係・学内研究成果の３区分により電子化コンテンツの整備を

進めた。検索機能面では，高精細・大容量画像データの提供に新方式を導入し

た。また，附属図書館においては，目録遡及入力事業も継続実施した。

・附属図書館において，海外図 ・国立大学図書館協会の「Global ILL Framework」プロジェクトに参加し，相

書館との相互利用を拡大する。 互利用のチャネルが米国内図書館に拡大した。

○研究資金の獲得と配分システム

に関する具体的方策

・研究資金として外部資金や各 ・研究資金として外部資金や各 ・科学研究費補助金説明会，産学官民連携研究会を開催し，数値目標を提示の

， 。 ，種競争的資金の重要性が今後格段 種競争的資金の重要性が今後格段 うえ 各教員の外部資金や競争的資金の獲得への取り組みを強く促した また

に増大する。このために，これま に増大することを踏まえ，これま 研究助成金を含む競争的資金の公募情報を全学教員に発信した。

でに産学官民連携等を進めてきた での産学官民連携等を更に進め， ・連携創造センターでは，兵庫県立工業技術センターやみなと銀行等の企業と

が，これを踏まえ，外部からの研 外部からの研究資金獲得額の増加 の組織的連携を行い，更に「一日神戸大学」としてキャラバンを行い，広くシ

究資金の獲得額を歳出決算額の１ に努める。 ーズを提供している 「一日神戸大学」や各フォーラムでは，技術相談窓口を設。

５％程度まで増やすように努め ける等，協力研究契約の締結に向け積極的に取り組んでいる。

る。 ・各部局においても外部からの研究資金獲得に積極的に取り組んでおり，経営

学部・経営学研究科では，研究委員会を通じて共同研究を組織し情報提供を行

うことで，科学研究費補助金や日本学術振興会からのその他の研究資金の獲得

に取組んでいる。更に，文部科学省による大学等改革推進補助金に基づく支援

プログラムに積極的に取り組むようにしている。また，海事科学部では，科学

研究費補助金申請を増加させるため，全学説明会への参加に加えて，学部内説

明会を開催し，申請率を昨年度0.64から今年度0.9に増加させた。科学研究費補

。 ，助金の申請状況を学部内の予算配分にも反映させている 国際協力研究科では

， ，研究科委員会において 科学研究費補助金に申請する大型研究テーマを選定し

研究者の配置を検討・調整した。医学系研究科では，バイオサイエンス研究会

を定期的に開催するとともにＩＴ研究会を立ち上げた。その他，各部局におい

ては部局長等が教員会議等において申請を促し，採択状況についても資料配付

するなど外部資金獲得への取り組みに対する啓発を行っている。

・外部資金や競争的資金に関わ ・外部資金や競争的資金に関わ ・間接経費の在り方を見直して教育研究活性化支援経費を創設し，学内公募プ

る間接経費の在り方を見直し，大 る間接経費の在り方を見直し，大 ロジェクトを実施する等全学的レベルでの重点施策の実現を図った。

学の将来構想における重点項目の 学の将来構想における重点項目の ・各部局においても配分された間接経費の有効活用を図っており，医学系研究

実現のために資する。 実現のために活用する。 科では，若手研究者育成，教育環境の整備等を重点的に行っている。また，医

科学専攻学術研究助成制度を創設し，萌芽的研究課題を持つ９名に対し，総

額500万円の研究助成を行った。

○研究活動の評価及び評価結果を

質の向上につなげるための具体的

方策

・ 全学評価組織 においては ・ 全学評価組織」が４つの学 ・４つの学術系列（人文・人間科学系，社会科学系，自然科学系，生命・医学「 」 ， 「

４つの学術系列（人文・人間科学 術系列（人文・人間科学系，社会 系）におけるでの研究活動の評価を実施する体制整備のために 「神戸大学にお，

系，社会科学系，自然科学系，生 科学系，自然科学系，生命・医学 ける点検・評価の基本的な考え方」を策定した。

命・医学系）における研究活動， 系）での研究活動，研究組織につ ・研究活動を発展させるための諸施策並びに必要とされる研究者や財源の配分

研究組織について評価を行い，そ いて評価を行うための体制の整備 の仕組みに関しては，全学的な検討に着手するとともに，一部の部局について

の評価結果に基づき，研究活動を を図るとともに，その評価結果に は評価に基づく資源配分を実施した。

発展させるための諸施策並びに必 基づき，研究活動を発展させるた

要な研究者や財源の配分に反映さ めの諸施策並びに必要とされる研

せる。 究者や財源の配分の仕組みに関し

て調査・研究する。

○学内外の共同研究に関する具

体的方策

・学際領域への取り組みを重視 ・学際領域への取り組みを重視 ・学部をまたがる教員のシーズを統合させテーマ提案を行うため，各部局に対

し，学部，研究科やセンターの枠 し，学部，研究科，学内共同教育 し大型プロジェクト獲得への独創的なテーマのアイデアと有望な分野を照会し

を越えた研究プロジェクト及び学 研究施設の枠を越えた研究プロジ 取りまとめを行った。これをもとに次年度以降の研究プロジェクトの立案に繋

外研究機関との研究プロジェクト ェクト及び学外研究機関との研究 げることとしている。

を推進する。 プロジェクトを推進する。 ・各部局においても学外研究機関との研究プロジェクトを推進しており，経済

学研究科では，韓国漢陽大学，中国山東大学との共同研究プロジェクトを実施

。 ， ，した 経営学部・経営学研究科では 研究委員会及び国際交流委員会において

国際共同研究プロジェクトの推進支援について検討しており，９月には英国ク

。ランフィールド大学とサプライチェーンマネジメントの共同研究会を開催した

文化学研究科では，海外の諸大学との交流協定の拡大を進めるなど，学外の研

神戸大学
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， 。究機関との共同研究を促進しており 中国の江南大学と新たに協定を締結した

学術情報基盤センターでは，メディア教育開発センターとのe-Learningに関す

る共同研究，国立情報学研究所との制約プログラミングに関する共同研究を行

った。

○地域貢献や知的財産の創出，取

得，管理及び活用に関する具体的

方策

・平成12年度から，全学をあげ ・全学をあげて産学官民連携を ・学長の直轄組織であるイノベーション支援本部において，競争的資金獲得・

て産学官民連携を推進し，大型研 推進するため，大型研究プロジェ プロジェクト支援グループを組織し，大型研究プロジェクトを含む外部資金や

。 ， ，究プロジェクトを含む外部資金や クトを含む外部資金や各種競争的 各種競争的資金の獲得に取り組んでいる また 特許出願の増大を図るために

各種競争的資金の獲得，特許出願 資金の獲得 特許出願の大幅増 年 特許セミナーを６回開催し，教員，事務職員への啓発を行った。産学官民連携， （

の大幅増，学内（学生を含む）ベ 間目標：80件 ，学内（学生を含 を推進するために，４月に策定した「知的財産ポリシー」を各学部教授会で説）

ンチャー企業の立ち上げ支援，種 む）ベンチャー企業の立ち上げ支 明する等種々の啓発活動を行った。更に大学発ベンチャーの立ち上げに向け起

々の啓発活動などを行ってきた。 援等 種々の啓発活動を実施する 業マネージャーが支援活動を行っており，外部資源（ファンド等）の活用によ， 。

「 」今後もこれらを重要項目として取 るステップアップした戦略的な支援に取り組む 神戸ベンチャー支援＆研究会

り組む。 を設立した。なお，特許出願件数は残念ながら72件にとどまった。

・各部局においても種々の啓発活動を実施しており，工学部では，外部資金導

入の積極的戦略の構築のため，産学連携による各省庁へのプロジェクト提案を

推進しており，申請書作成時の協力及び採択された時の研究支援を強力に推進

するために財務・研究委員会の下に戦略企画室を設置した。神戸市産業振興局

等と連携し、第３回「工学フォーラム２００４」を実施した。また、同窓会組

織との連携の下で、教員の研究情報の社会への発信と企業との交流を目的とす

る「神戸工学振興懇話会」の事業である『ＫＯＢＥ工学サミット』の開催 『Rokk、

o Research Wind of Engineering』の発行を支援した。国際協力研究科では，

研究委員会による啓発を行っており，日本貿易振興機構（ジェトロ）との研究

交流企画について検討するとともに，アジア経済研究所と研究協力を推進する

ための学術交流協定を締結した。

・イノベーション支援本部を充 ・イノベーション支援本部の充実 ・ＴＬＯひょうごに神戸大学事業部を設置し，技術評価機能の強化，シーズの

実する。このために，既設の地域 を図るため，既設の地域ネットワ 掘り起こしから成果活用までの一貫的フォロー体制を確立し，研究成果の産業

ネットワーク型の「ＴＬＯひょう ーク型の「ＴＬＯひょうご」との 界での活用を図った。また，外部からの実務経験者５名を配置し，地方自治体

ご」との連携，外部からの実務経 連携，外部からの実務経験者の配 や産業界等の協力体制を整えるなど，イノベーション支援本部の充実を図って

験者の配置 地域自治体や産業界 置，地方自治体や産業界，更には いる。また，連携創造センター・イノベーション支援本部とベンチャー・ビジ， ，

更には民としてのＮＰＯ（非営利 民としてのＮＰＯ（非営利組織） ネス・ラボラトリーとの連携強化の具体的方策を検討し，運用を一本化するた

組織）などとの協力体制の強化に などとの協力体制の強化に取り組 め，統合に向けた新組織案を検討している。

取り組む。 む。

・神戸先端医療産業都市に設置 ・神戸先端医療産業都市に設置 ・先端融合領域の研究拠点として，神戸バイオテクノロジー研究・人材育成セ

の神戸バイオテクノロジー研究・ された神戸バイオテクノロジー研 ンターを４月より稼動させ，100％の稼動率を達成している。人材育成について

人材育成センター及びインキュベ 究・人材育成センター及びインキ は，周辺機関との連携により，バイオテクノロジー基礎講座，バイオテクノロ

ーションセンターにおいて，先端 ュベーションセンターにおいて， ジー医工融合講座，バイオインフォマティシャン養成セミナーの実施，並びに

。 ，融合領域の研究や人材育成を推進 先端融合領域の研究や人材育成を 人材養成ユニットクリニカル・ゲノム・インフォマティクスを設置した 一方

するともに，関連分野のベンチャ 推進するともに，関連分野でのベ インキュベーションセンターでは，本学発のベンチャー企業及びベンチャー起

ー企業の創出等に努める。 ンチャー企業の創出等に努める。 業プロジェクトが６件入居している。起業マネージャーが支援活動を行い，ベ

ンチャー企業の創出，経営支援等に努めている。

・研究基盤センターにおいて ・学外利用のための機器の選定，料金の設定，規則の作成,利用体制の整備等に

は，地域社会や産業界に対して大 ついて検討を行っている。また，学外向けにホームページで利用の需要調査に

学の保有する施設・設備の利用や ついて検討した。

技術コンサルティング，アドバイ

ス等を相当の対価の下に提供する

ための具体策を検討する。

○研究施設等における研究実施体

制の整備に関する具体的方策

・学内共同研究施設及び学部附 ・バイオシグナル研究センター ・定期的な研究経過報告会(国際シンポジウム，学術会合，若手研究者発表会,

属研究施設については，現在次の においては，定期的な研究報告会 技術講習会，大学院生発表会）を積極的に行い，個々の教員間での相互評価体

ような課題に関するものが設置さ の開催により個々の教員間での相 制を整えた。

れているが，これらは学部，研究 互評価体制を整備する。また，現 ・ＣＯＥ（蛋白質のシグナル伝達機能）の中核施設として，中心的な役割を果

科等における研究教育との関連に 在進行中の２１世紀ＣＯＥプログ たし，ＣＯＥ中間評価で最高レベルの【目的達成が可能】の評価を得た。

おいて常に点検評価を行い，学問 ラムに関する中間評価を受け，そ

の発展，時代の要請等に応じた組 の結果を当センターの運営に反映

織に改組や再編を行うことによ させる。

り，世界に比肩しうる組織として

育成する。

蛋白質のシグナル伝達機能，

都市安全に関わる学際領域，

分子と光の相互作用，

内海域の生態学，

植物遺伝子の機能，

熱帯医学医療，

人間科学，

食資源。

。 ， 。・都市安全研究センターでは， ・第２回外部評価を実施した また 神戸大学主催震災10周年事業に協力した

第２回の外部評価を行うととも

に，神戸大学阪神・淡路大震災10

周年事業の一端を担う。

・分子フォトサイエンス研究セ ・米国の国立高磁場研究所のJ.Brooks教授と(BEDT)2FeC14の地場誘起超伝導ギ

ンターでは，世界との熾烈な競争 ャップに関する共同研究，ロシアのロシア科学アカデミー物理研究所のS.Demishe

の中で光科学の基礎研究を推進す v教授と磁性不純物をドープしたスピンパイエルス系CuGeO3に関する共同研究，

神戸大学
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る国際的拠点を構築するために， フランスのパルス強磁場研究所のO.Portugall博士とパルス強磁場を用いた物性

研究体制の整備を推進する。 に関する共同実験を実施した。

・研究体制の整備として，研究機関研究員（非常勤講師）２名を有効活用し，

博士研究員３名を採用した。

， ，・内海域環境教育研究センター ・系統株の収集を進めるほか 国立環境研究所と共同でデ一タベ一スを作成し

においては，海藻類系統株保存・ 平成17年度からの公開・分譲の開始に向けて準備を進めている。

分譲に関して，国立環境研究所等 ・第10回国際系統株保全会議(10th International Culture Collection Congres

と連携し，藻類カルチャーコレク s)，分子生物学会ナショナルバイオリソースプロジェクト展示などにポスター

ションのネットワークを構築す 発表を行い，その広報を行った。また，ドイツ国コンスタンツ大学名誉教授デ

る。 ィーター・Ｇ・ミューラー教授を招聘し，教授の収集された系統株100株を受け

入れた。

・遺伝子実験センターは，研究 ・ピアレヴュー体制の内容，またそれをどのように構築するかについて検討を

活動評価体制に関する措置とし 開始した。

て，ピアレヴュー体制について調

査する。

（ ） 。・医学部附属医学研究国際交流 ・医学医療国際交流センター ＩＣＭＲＴ への改組を平成16年４月に行った

センター（ＩＣＭＲＴ）は，これ ＩＣＭＲＴは，国際感染疫学，国際感染制御学，国際多因子病疫学，国際遺伝

までの学術国際交流・協力の推進 子医学，国際先端医学の５部門となり，各研究分野において海外研究者・留学

に加え，医学部附属病院国際診療 生との学術交流の中核となる共同研究の場として，国際的に魅力ある医学医療

部との連携を図り，国際的に魅力 教育研究体制を整備するものである。新設２分野の難治性疾患病態解析分野と

ある医学医療教育研究体制を整備 先端医療探索応用分野の教授選考を行った。

するため，医学医療国際交流セン

ター（ＩＣＭＲＴ）に改組する。

， 。・食資源教育研究センターにつ ・植物系 動物系とも遺伝資源研究の発信拠点を重要と考え検討を進めている

いては農学教育研究の中核的機能 また現在，農学部教員のフィールドを利用した研究も増加している。

を持った連携・共同機関として位 ・牛舎の拡充工事が完了し，今後は黒毛和種の遺伝資源研究の場として活用す

置付け，遺伝子からフィールドに る。

おける育種まで一貫して行える研

究発信の拠点として活用を図る。

， 。・大学における研究支援体制を ・学術情報基盤センターは，研 ・自己点検評価委員会を設置し 自己点検評価の方法等について議論を行った

強化するため，次の組織を充実す 究及び支援センターとしての業務 外部評価については，基準となる評価指標を作成するために 「学術及び総合情，

る。 に関する自己点検・評価及び外部 報処理センター長会議」において検討を進めている。

情報システム及び情報ネットワ 評価を定期的に行う体制の整備を ・発達科学部附属住吉校との共同プロジェクトを行った。また，メディア教育

ークに関係する組織，低温や放射 図る。また，学内の学部，大学院 開発センターとのe-Learningに関する共同研究，国立情報学研究所との制約プ

性物質に関係する組織，特殊な大 及び他大学の情報センター等と共 ログラミングに関する共同研究を行った。

型機器利用に関係する組織，学内 同の研究プロジェクトを推進す

における保健，労働安全及び環境 る。

管理に関係する組織，産学連携及

び知的財産等に関係する組織。

， ，・機器分析センター，アイソト ・連携創造センターから 共同利用実験機器を研究基盤センターに多数移設し

ープ総合センター，低温センター 共同実験室の大幅改修（極低温部門）を含め，研究支援機能の拡充を図った。

， ， ， ，の３センターを統合した「研究基 また 機器分析部門においては 利用時間の拡大 管理体制の充実を図るため

盤センター」において，センター 入退室を指紋照合システムにより行うことを検討し，システムを導入した。

全体としての評価項目及び評価基 ・平成16年４月に，既存の３センターを統合して，研究基盤センターを設立し

準について検討する。 た。当該センターは，アイソトープ部門，機器分析部門及び極低温部門の３部

， 。門からなり 運営と予算措置などについて部門間の流動性の向上を図っている

また，自己評価委員会を設置し，研究基盤センターの評価項目，評価方法等の

検討を行っている。

・連携創造センターでは，イノ ・イノベーション支援本部と連携し，特に産学連携に関する基本協定を締結し

ベーション支援本部との連携によ た工業技術センターやみなと銀行との連携で得た情報に基づきプロジェクトを

り産学官連携支援戦略（企業との 提案する等，産学連携支援戦略を一層推進した。また，ベンチャー・ビジネス

包括協定，特許を核とした共同研 ・ラボラトリーとの統合について当事者間で合意を見た。

究）をより一層推進する。また，

連携創造センターとベンチャー・

ビジネス・ラボラトリーとの統合

を検討する。

・ベンチャー・ビジネス・ラボ ・ナノ材料，フォトニクス応用分野の活力ある研究グループを新たに加え，ま

ラトリーでは，学内他部門との連 た，実用化指向の観点から新研究プロジェクトを学内から募集して「ナノ・フ

携によりナノ・フォトニクス技術 ォトニクス・テクノロジー」プロジェクトを立ち上げ，実用技術の確立に向け

を中心とする実用化指向の研究プ た研究開発を開始した。また，連携創造センター，イノベーション支援本部と

ロジェクトを推進する一方，産学 の役割分担，連携強化の具体的方策を検討し，運用を一本化するため，統合に

連携・知財関連事業における連携 向けた新組織を提案した。

創造センターとの連携強化体制を

検討する。

神戸大学
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携に関する目標

○研究，教育活動を通じて社会に貢献することの重要性を啓発し，社会との連携をより直接的，

意識的に追求すべき課題と捉え，知の創造の成果を社会に還元することに対して積極的に取り中
組む。

○社会人に配慮した教育の機会や環境条件の整備，高校教育界との連携など，地域社会の様々な期
要望に応えることを通じて，教育面での社会貢献を推進する。

○産学官連携はもとより，民との協同も重視し，社会の多様な活動との連携，協力を図る。目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○地域社会等との連携・協力，社

会サービス等に係る具体的方策

（ ， ， ） ， （ ， ， ，・市民，企業人，高校生等に対 ・市民，企業人，高校生等に対 ・３部局 法 経済 経営 でシンポジウムを ５部局 工 農 研究基盤Ｃ

， ） 。 ， （ ，する学習の場の提供（公開講座， する学習の場の提供（公開講座， ベンチャー 留学Ｃ で公開セミナーを実施した また ４部局 研究基盤Ｃ

展示会，セミナー，研修事業等） 展示会，セミナー，研修事業等） 留学Ｃ，都市安全Ｃ，山口誓子記念館）でオープンセンターを実施した。

を充実する。地域社会のニーズや を充実する。地域社会のニーズや ・海事科学部において学部附属練習船「深江丸」を利用した海事・海洋関連の

社会の情勢を見据えたタイムリー 社会の情勢を見据えたタイムリー イベント〔小学生対象の体験型海洋実習（８月23･24日，小学生31名 ，テクノ）

なテーマ設定と内容の充実に努め なテーマ設定と内容の充実に努め オーシャンユース（11月13日，高校生51名）を主催し，わくわく調査船（７月

る。 る。 27日～30日，中学生37名）を国土交通省と共催〕を実施した。

・連携創造センターにおいて地域社会のニーズに積極的に応じるため 「一日，

神戸大学」を開催し，地域に出向いて大学のシーズの情報提供及び技術相談を

行った。

・神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業委員会を設置し，学術シンポジウム，

国際フォーラム等を開催した。国連防災世界会議の総合防災展にも出展し，シ

ンポジウムも開催し，また，学民連携事業として市民団体とのワークショップ

を開催した。

・全学的な統一テーマによる公 ・公開講座を，各部局の自助努力を促す意味で収入見合い事業とし，収入の８

開講座をはじめとして，実施学部 割を実施部局に配分した。

・研究科の特色を活かした公開講 ・全学的な統一テーマによる公開講座をはじめ，９部局(文，国文，発達，保

座を開設する。 健，工，農，海事，法，医）で，部局の特色を活かした公開講座を実施した。

・施設や設備をはじめ大学が保 ・施設や設備をはじめ，大学が ・研究基盤センターが保有する施設・設備を地域社会や産業界に利用可能なよ

有する資源を活用し，地域社会や 保有する資源を活用し，地域社会 うに，利用機器の選定，利用料金の設定等について検討を行っている。また，

産業界が行う調査研究への支援や や産業界が行う調査・研究への支 産業界への支援の一環として，新産業を担う大学発ベンチャー企業を対象に，

共同活動を一層充実する。 援や共同活動を一層充実する。 大学の施設や設備等を廉価で使用できるよう検討を行っている。

・各部局においても地域社会への支援に取り組んでおり，文化学研究科では，

文化庁，内閣府，兵庫県教育委員会，奈良県教育委員会，三田市市史編纂委員

， ， ， ，会 大阪市教育委員会など国 府県 市町村各レべルで委員会等の委員を務め

社会的貢献を果たしている。また，神戸新聞社等の支援を受け国際シンポジウ

ムを開催し，更に，読売新聞社やＮＨＫ等と共同調査研究を実施した。国際コ

ミュニケーションセンターでは，兵庫県教育委員会主催の「兵庫県高等学校英

語教員集中研修講座全体オリエンテーション」においてセンター専任教員が基

， 。調講演を行い 更に同研修を本学において実施する等の取り組みを行っている

・地域貢献事業を展開するとと ・地域貢献事業を展開するとと ・ 神戸大学地域連携推進連絡協議会」を開催し，産学連携にかかる地域連携「

もに「神戸大学地域連携推進連絡 もに 「神戸大学地域連携推進連絡 事業は連携創造センターが，社会文化事業にかかる地域連携事業は地域連携推，

協議会」による地域の自治体との 協議会」による地域の自治体との 進室が分掌して，業務の効率化を図ることにした。

連携協力の推進を図る。 連携・協力の推進を図る。 ・兵庫県下地域自治体の市史編纂等の事業に協力するとともに，兵庫県文化財

室や神戸市文書館，人と防災未来センターなどと連携し，地域事業の一層の推

進を図った。(文学部・文学研究科）

・地域連携推進室を充実させて ・４学術系列より各１名の協力教員の参加を得て，地域連携推進室会議を発足，

各部局との連絡調整を図り，協力 した。

教員の参加を得て自治体との地域 ・地域連携推進室において，室会議を４回開催。また，昨年度に引き続き，各

連携事業を計画する。 部局の社会文化地域連携事業の詳細な調査を平成16年11月より実施している。

・地域連携センターを中心に，自治体の研究者・実務者，地域の専門家，市民

団体リーダー等との共同研究を昨年以上に拡大した。(文学部・文学研究科）

なお，主要な事項として，以下のものが挙げられる。

・大学がもつ高度な知識と技術を活用し，自治体と協定を締結することによ

り，地域に貢献することを目指し，本年度は社会文化事業にかかわる包括

的な連携として12月に神戸市灘区，１月に兵庫県小野市，３月に兵庫県朝

来郡生野町と協定を締結した。

・ 平成16年度現代的教育ニーズ取組支援プログラム」(文科省）の「地域「

活性化への貢献」に応募し，採択された 「地域連携推進室」の指導のも。

と 「地域歴史遺産の活用を図る地域リーダー養成｣を，兵庫県・神戸市，

等との事業として実施した。また，３月７日(尼崎市 ，９日(横浜市）で）

神戸大学
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開催されたポスターセッションに参加した。

・神戸市・読売新聞と連携し 「大震災の記憶と風化」に関する大規模アン，

ケート調査に基づくシンポジウムを１月12日に開催した。

・３月19日「ツーリズム」フォーラムを開催した （経済経営研究所主催，。

地域連携推進室共催）

・地域のＮＰＯ，ＮＧＯとの学 ・阪神・淡路大震災「人と防災未来センター」との連携を図るとともに神戸大

民連携（シンポジウムの開催，研 学阪神・淡路大震災10周年事業の中でＮＧＯ，ＮＰＯと神戸大学との連携を一

修プログラムの開発など）を拡充 層拡大した。(文学部・文学研究科）

する。 ・ＮＧＯ，ＮＰＯ，企業などにおけるインターンシップ実施体制について検討

を開始するとともに，情報論講座で試行を開始した。(国際文化学部）

・地域のＮＰＯ，ＮＧＯとの学 ・ 阪神・淡路大震災10周年事 ・ 神戸大学阪神・淡路大震災10周年事業検討委員会」を設置し，その統括の「 「

， ， ，民連携（シンポジウム開催，研修 業」として，神戸大学阪神・淡路 下に 学民連携シンポジウム２回開催 メモリアル学術シンポジウム５回開催

プログラムの開発など）を拡充す 大震災10周年事業委員会の下，学 国際学術フォーラムの開催，パネル展示（４回 ，国際連携事業のシンポジウ）

る。 術事業としてシンポジウム，フォ ム開催，慰霊事業の実施，国連防災世界会議総合防災展への出展等を行った。

ーラムの開催，国際連携事業とし ・ 連携市民大学（仮称 」創設に向けて検討をしている。「 ）

て海外の大学・研究機関をはじめ

とする諸機関とのインターネット

会議や国際ワークショップを企画

し，国際社会への貢献を図る。ま

た，学民連携事業として市民団体

との連携研究会の開催，市民団体

による「連携市民大学（仮称 」の）

創設支援を行う。

・高大連携の観点から，オープ ・高大連携の推進の観点から， ・オープンキャンパスを８月に各学部ごとに実施し，昨年度の1.3倍に当たる

ン・キャンパスを充実するととも オープン・キャンパスを充実する 約7,000名の参加者があった。

に，高校生を対象とする「体験授 とともに 高校生を対象とする 体 ・高大連携授業として夏休みを利用した公開授業については，兵庫県教育委員， 「

業」や「出前講義」の要望に積極 験授業」や「出前講義」の要望に 会と「高大連携特別授業に関する協定書」を交わし，人文科学系の「人文科学

的に応えていく。 積極的に応えていく。 通論」と自然科学系の「自然科学通論」を実施し，県内の高校２年生60名の受

講生があった。受講生のうち３校42名が，高校で単位認定を受けた。これにつ

いては，年度計画を早めて実施した。

・本学学生と机を並べて受講する開放授業を２学部で実施した。平成17年度は

４学部で実施予定。

・８部局(国文，発達，法，経済，経営，理，医，工)において，高校への出前

授業，本学での模擬授業，体験学習等を実施した。

・理学部において，高校生のほか一般市民も対象としたサイエンスセミナーを

実施した。

・附属図書館においては，夜間 ・附属図書館の所蔵資料を市民 ・附属図書館において利用規程を改正し，一般市民への公開をより明確に規定

及び休日開館を含め，資料提供等 の生涯学習等に利用できるよう， した。10月より総合図書館において，学外者への資料貸出を試行実施した。ま

による生涯学習の支援を行い，地 利用規則の整備等，サービス環境 た，兵庫県大学図書館協議会会長館として，県下大学図書館の市民公開状況調

域社会への貢献を図る。 の改善を検討する。 査をとりまとめ，公共図書館に提供して連携を図った。

・ 震災文庫」の資料の収集とデ ・附属図書館において，引き続き資料収集・デジタル化を進めるとともに，社「

ジタル化を更に進め，最大規模の 会科学系図書館増築に伴い震災文庫閲覧室を整備した。また，震災10周年事業

， 。関連資料コレクションとして，こ の一環として展示会・記念講演会を実施し 一般市民を含め多数の参加を得た

れを広く社会に公開する。

・図書館所蔵貴重資料・学内研 ・新たに科学研究費研究成果公開促進費の交付を受け，デジタル版「新聞記事

究成果情報のデジタル化を更に推 文庫」のコンテンツを作成した。その他の所蔵資料・学内研究成果のデジタル

進し，神戸大学電子図書館の知的 化についても附属図書館において作業を行い，附属図書館ホームページにて一

資源を社会に公開発信する窓口 ポ 般公開した。（

ータル）機能を整備する。

○産学官民連携の推進に関する具

体的方策

・産官民との人事交流を積極的 ・産官民との人事交流を積極的 ・国際文化学部では，民間企業から講師を迎え，授業を実施し，国際協力研究

。 ，に進め，実務家教員や社会人を講 に進め，実務家教員や社会人を講 科では外務省国際協力部による授業を新設した 経済学部・経済学研究科では

師とする講義等の拡充を図るな 師とする講義等の拡充を図るなど 官庁・企業・各種団体から講師を迎え特別講義を実施した。経営学部・経営学，

ど，研究・教育の両面からの連携 研究・教育の両面から連携を深め 研究科では，実践的経営教育の推進を企図して，社会人出身教員の採用を積極

を深める。 る。 的に進めるとともに産業界等からの支援と提言を得るため「アドバイザリー・

」 ， 。ボード を設置する等 研究・教育の両面から産業界等との連携を深化させた

・寄附講座を活用し，プライオ ・寄附講座を活用し，プライオ ・４月に「臨床薬効評価学講座」を，10月には「立証検査医学講座」を医学

リティの高い研究について，機動 リティの高い研究について，機動 系研究科に設置し，保健学科に既設の「膠原病学講座」と合わせて，現在３つ

的な研究推進体制を整える。 的な研究推進体制を整える。 の寄附講座において，プライオリティの高い研究を行っている。

・産学官民連携に関する研究情 ・産学官民連携に関する研究情 ・神戸大学ホームページのトップページに産学官民連携・地域連携コーナーへ

報の社会への提供体制を整備す 報の，社会への提供体制を整備す のリンクを設け，教員の研究テーマ・技術シーズを始め産学官民連携に関する

。 ， ，る。 る。 情報を提供している また イノベーション支援本部・連携創造センターでは

ホームページを分かりやすくリニューアルし産学官民連携に関する情報を提供

している。更に，各種フォーラム等でも研究情報を提供している。更に，メー

ルマガジンにより，部局への情報提供とともに，学外に情報を積極的に提供し

ている。神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センターの機能の一つである

情報発信については，現在，周辺関連機関との連携によりホームページを立ち

上げ，各種の情報を積極的に発信している。

・各部局においても社会への研究情報の提供に取組んでおり，経営学部・経営

学研究科では，ＮＰＯ法人現代経営学研究所との連携を通じて，年１回のシン

， ， 『 』ポジウム 年４回のワークショップを開催し 機関誌 ビジネス・インサイト

（季刊）を発行した。また 「知的資産のマネジメント・評価・開示に関する，

研究会」を組織し，情報交流を推進している。更に，電子ジャーナル（経営研

神戸大学

別紙３
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究 ，ディスカッション・ペーパー・シリーズを経営学研究科ホームページ上）

で公開することで，社会へのタイムリーな情報発信体制を整備した。経済学研

究科では，学会誌，経済学研究叢書，ディスカッションペーパー,『経済学研

究年報』,『 』等で研究科教員の研究成果をウェブ上でKobe Economic Review
公開するなど公開方法をより多様化した。農学部では，教育研究分野のシーズ

。 ，発表・説明会等を行う農学バイオフォーラムを開催した 国際協力研究科では

日本貿易振興機構（ジェトロ）との協力研究企画で，公開セミナー等の実施を

検討し覚書を交換した。

○地域の公私立大学等との連携・

支援に関する具体的方策

「 」 ，・近隣の公私立大学等が集合す ・県内大学との間で，大学関係 ・兵庫県下大学長会議等の会議や ひょうご大学連携事業推進機構 を通じて

る会議等において，教育研究交流 の諸課題について意見交換を行い 大学関係の諸課題について意見交換を行い，連携を図った。また，単位互換，，

を推進するとともに，大学関係に 連携を図る。 共同研究，ひょうご講座の開設等を行い，県内他大学との連携を深めた。

関する様々な課題について意見交

換を行い，問題解決にあたっての

連携を図る。

・県内大学との連携のため，大 ・昨年度に引き続き 「ひょうご大学連携事業推進機構」に参加し，その運営，

学連携「ひょうご講座」の開設を 委員会委員長に神戸大学副学長(地域連携担当）が就任し，事業を推進した。

はじめとする「ひょうご大学連携 ・大学連携「ひょうご講座」の学外科目に参画した （発達科学部）。

事業推進機構」の実施事業に参画

する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）国際交流に関する目標

○外国人研究者と留学生の受け入れを更に推進し，そのための受け入れ体制の整備を推進する。

同時に研究者及び学生の海外派遣も推進する。中
○海外の大学，研究機関との連携を強め，国際共同研究を推進する。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○国際交流推進機構による学生，

研究者，職員の交流計画の推進に

関する具体的方策

・国際交流事業促進基金（平成 ・学術交流協定締結大学 現在 ・国際交流事業促進基金に基づく学生の海外協定締結校への留学派遣に係る渡（ ，

， ，15年度設置）による，学術交流協 144校）への学生の留学派遣を支援 航費・滞在費の一部を補助する制度において 平成16年度は２回の募集を行い

定機関（現在，138校）への学生 するため，学内の国際交流事業促 17名に補助した。

の留学を支援する。 進基金による助成金の支給事業を ・発達科学部では教員寄付金によって独自に運営している「国際交流関係運営

行う。 資金」を活用した研究者の相互交流及び学生の海外派遣を実施している。

・学術交流協定機関を核にし ・学術交流協定締結大学を核に ・シアトルの拠点については，ワシントン大学との積極的な交流を検討するた

て シアトル 北京に海外拠点 ワ して設置されているシアトル，北 めに「ワシントン大学交流小委員会」を設置するとともに，国際交流担当の教， ， （

ールド・サテライト・ネットワー 京の海外拠点（ワールド・サテラ 職員をワシントン大学に２度派遣し，今後の交流方針について担当者間による

ク）を設置するなど，学生及び教 イト・ネットワーク）を活用し， 協議を行った。

職員の交流，産学連携等を推進す 学生及び教職員の交流を更に推進 ・北京の拠点については，経営学研究科の２１世紀ＣＯＥプログラムに基づく

る。 する。 研究拠点である中国コラボレーションセンターにおいて，北京大学光華管理学

院と連携し，代表的な日本企業の中国現地法人の経営幹部研修の企画と実施に

協力している。

， ，・世界各国から研究者を招へい ・平成16年10月27日～30日の間 ＡＳＥＡＮ諸国から研究者等を招へいし

し，学生・教員（一般市民）を対 ＡＳＥＡＮに関わるシンポジウム，講演会を開催するとともに 「ＡＳＥＡＮ，

象に講演会やセミナーを開催する と日本の将来」をテーマとした留学生によるスピーチコンテストなど市民参加

とともに，留学説明会（留学フェ 型の行事も合わせて行った。本学の全学行事として，平成15年度に引き続き実

ア）を開催し，当該国・地域への 施したことにより，事業に対する学内の協力体制が確立するとともに，本学を

理解を深める。ＡＳＥＡＮ諸国に 代表する国際交流事業となった。

ついては ＡＳＥＡＮ ＷＥＥＫ ・ＥＵＩＪ（ＥＵインスティチュート・イン・ジャパン）関西コンソーシアム，「 」

を開催する。 に採択され，神戸大学を基幹校として，大阪大学，関西学院大学と共同事業体

を結成することにした。

・学生の海外インターンシップ ・海外インターンシップの実施については，教育における位置づけ・効果を考

の拡充のため，受入予定機関，参 慮して実施することとしており，兵庫県との協力・連携により，平成15年度の

加人数の増加を図る。 シアトル海外事務所に引き続き，パース事務所においても海外インターンシッ

プを実施することが可能となり，シアトル，パースに２名ずつ計４名を派遣し

た。

・外国人研究者のための宿舎の ・外国人研究者等の宿泊施設については，都市再生機構住宅，セントキャサリ

確保に努める。 ンズ等の学外施設を月平均10戸借り上げることにより対応している。

○留学生交流の推進に関する具体

的方策

・単位互換を前提とした学術交 ・本学の国際的地位向上の観点 ・国際交流委員会では，留学生の質の向上につながる留学生交流計画（受入，

， ） ，流協定の拡充を図る。 から，留学生の質の向上につなが 教育内容 教育支援等 及び学術交流協定の締結相手選定の考え方等について

る海外の大学との交流協定締結を 基本方針の策定に向けた問題点を整理している。

計画的に進めるための基本方針を

作成する。

・海外からの優秀な留学生の受 ・｢特色ある大学院特別コース｣として医学系研究科において平成17年度スター

入れ拡大を図るため，言語の障壁 トの「医学医療国際交流特別コース」の開設に係る申請が採択された。申請内

を除き，海外からの直接出願，秋 容に基づき，速やかにカリキュラム編成等コース開設の準備を進めている。

季入学を可能とする英語による大

学院特別コースの修士・博士一貫

コースへの再編を検討する。

・海外の協定大学との実質的な ・国際交流委員会では，海外の大学との交流協定の締結にあたり，各部局の

交流を行うため，単位互換を前提 交流計画，その必要性を十分考慮したうえで行うこととし，平成16年度は新規

とした学生交流実績や今後の交流 に20大学との間で交流協定を締結した。また，戦略的な海外との交流を推進す

計画の調査を実施する。 るための基本方針の策定に向けて，今後の交流方針，単位互換制度，留学生受

入条件や履修要件の明確化等の検討も行っている。
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， ，・ＵＭＡＰ ＵＳ－ＵＭＡＰが ・国際交流推進室会議では ＵＭＡＰを活用した単位互換制度の導入について,

実施する単位互換制度の導入につ 海外の大学との交流方針と併せて検討することとし，問題点の整理を行ってい

いて調査を実施する。 る。

・留学生センター及び国際コミ ・留学生の生活の基盤となる住 ・兵庫地域留学生交流推進会議において,留学生住宅確保に向けての施策につ

ュニケーションセンターを中核と 宅確保に向け，大学，行政機関， いて提案し，留学生住宅機関保証システムの構築及び留学生向け民間住宅に関

して，留学生や教員の受け入れと 住宅業界等の連携による留学生向 するアンケート調査を実施することとした。

派遣に関わる総括的計画を策定 け住宅支援について検討する。

し，その実施を図る。

・留学生センターと国際コミュ ・留学生センターでは，海外留学を希望する学生を対象として，国際コミニュ

ニケーションセンターの連携の下 ケーションセンターや日本学生支援機構と共同して地域別に海外留学フェアを

に，海外留学を希望する学生に対 開催するとともに，本学と学生交流協定を締結している海外の大学の資料情報

する修学・生活上の指導助言及び コーナーを設置し，海外留学における修学・生活上の指導助言を行っている。

外国語教育支援を実施する。 ・国際コミニュケーションセンターでは，ランゲージハブ室にＣＡＬＬシステ

ムによる外国語研修設備を設置するとともに，外国人学生ＴＡや外国語専任教

員を配置して，海外留学を希望する学生に対して，留学先言語による言語指導

や体験留学を行っている。

○教育研究活動による国際貢献の

具体的方策

・独立行政法人国際協力機構 ・独立行政法人国際協力機構 Ｊ ・ＪＩＣＡ兵庫事務所と連携し，教員研修プログラムを展開した（集団研修４（

（ＪＩＣＡ）との協力によるアジ ＩＣＡ）との協力によるアジア・ 件，個人研修６件 。）

ア・太平洋地域の国々を対象とし 太平洋地域の国々を対象とした教

。た教員等研修プログラムの充実を 員等研修プログラムの充実を図る

図る。

・既設のＹＬＰ(Young Leaders ・既設のＹＬＰ（Young Leaders ・ＹＬＰ留学生，教員研修留学生に関しては，担当教員を増やすとともに，多

'Program)の充実を始め，外国の 'Program)の充実をはじめとして， 岐に渡る知識・技術を享受できるよう人材養成機能の充実を図った。ＹＬＰ留

行政機関や教育研究機関等におけ 外国の行政機関や教育研究機関等 学生の受け入れ人数は昨年の５人から11人と倍増させた。

る教員等の人材養成機能を充実す の職員，教員等の人材養成機能を ・ＹＬＰ留学生，教員研修留学生の宿舎として，大学近隣の民間賃貸マンショ

る。 充実させる。 ン，公社・公団住宅等を借り上げ，待遇面での改善を図った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（３）附属病院に関する目標

○附属病院は，教育研修機能，研究開発機能，医療提供機能の三つの使命を果たし，臨床医学の

進歩と医療技術の向上に寄与し，医療を通じて社会へ貢献する。

五つの基本理念：１．患者中心の医療の実践，２．人間性豊かな医療人の育成，３．高度先進中
医療の開発と推進，４．災害救急医療の拠点活動，５．医療を通じての国際貢献

のもと，特に重点的に以下の事項に取り組む。期
○附属病院としての使命と公的医療機関としての役割を果たせるような組織体制に整備する。

○病院経営の効率化を図る。目
○医療の質を向上させる。

○良質な医療人を育成する。標
○新規専門医療や高度先進医療を開発し，推進する。

○医療の国際化と国際交流を推進する。

○災害・救急医療の拠点形成を進める。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○附属病院としての自立性の確立

と大学における位置付けの明確化

・大学病院の使命と役割を見直 ・病院アドバイザーリーボード ・平成16年10月に設置し，翌年３月に第１回目の会議を開催した。法人化後の

し，医療の透明性及び経営の透明 を設置し，診療，経営等について 病院の現状と課題について説明を行った後，主に病院の経営面を中心とした運

性を確保する。 外部からの助言を求める。 営について協議を行った。

・病院長のリーダーシップ機能 ・病院長の内部支援組織として ・平成16年７月に設置し，病院経営の改善に向けて，直面する諸課題について

を整備する。 経営戦略会議を設置し，効率的な 検討した。具体的には，手術件数の増，病床の有効活用，医療費の節約等を行

病院経営を図る。 った。また，診療科別の収支実績に基づき，ヒアリングを実施し，次年度の診

療科別収入目標額を設定するなど中期計画中の経営計画の策定を検討すること

とした。

・病院将来構想委員会を設置し，大学病院の将来向かうべきグランドデザイン

の検討を行っている。

・資源（人員，施設，設備）の ・資源 人材等 の投資効果につ ・平成16年度においては，以下のような人材の投資効果について調査分析を行( )

配置について機能分析を行い，地 いて調査する。 った。

域における役割，役割分担，需要 ・退院支援，地域医療･福祉関連機関との連携に関する実状分析を実施し，そ

予測を行う。 の結果として，特定機能病院としての役割を果たしつつ地域に貢献するた

めの道筋が示された。

・退院支援活動の実績は，患者支援センター開設後（平成16年７月開設）利

用者は毎月増加している。特に，在宅支援に力を注いでおり，患者の精神

。的ケア及び患者の家族の経済的負担にも考慮した活動を行うことができた

・担当医師から患者支援センター，更には受入病院の支援担当部署との連携

が容易に行われるようになり，病院間の信頼関係構築の面で大きな役割を

果たしている。

・手術室用途枠の変更（緊急・臨時手術室を局麻手術専用室に変更）は，当

初，平成17年４月からの実施予定であったが，平成16年12月から前倒しし

て実施している。その結果，手術件数は，平成16年度４月～11月は前年と

比較して１日平均件数で1.6件増加している。また，平成16年12月１日から

の看護師の増員以降は，手術室の効率的な運用が可能となり，更に１日平

均で0.9件増加しており，増収に貢献している。

・外来化学療法室の開設に伴い，化学療法加算による増収が月額420千円とな

っている。また，入院治療から外来通院へのシフトが増加しており，診療

報酬請求上，包括算定から出来高算定となったことによる増収に繋がって

いる。

・医療従事者等の医療実績分析 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

による配置の見直しを行い，事務

部門の組織再編を検討する。

○病院経営の効率化のための具体

的方策

・病床運用管理室と地域医療推 ・病棟クラークの配置を推進 ・診療報酬請求漏れを可能な限り減らすために，手術部，ＨＣＵにクラークを

進室の充実，病棟クラーク（病棟 し，診療報酬の請求漏れの減少に 増員，配置した。その後，各診療科の診療報酬請求額を前年度と比較，分析す

各種業務の支援）の導入を行う。 努める。 るとともに，その配置による効果を確認し，更には病院全体の適正かつ効果的

な病棟クラークの配置について検討した。

・物流管理の徹底及びコスト分 ・物流 薬剤及び医療材料 管理 ・薬剤，医療材料の配置数量の見直しを実施し，実状にあった配置数量の設定( )

析を行う。 の徹底によるコスト削減のための を行った。また，期限切れ薬剤・医療材料をなくすために，期限切れの近い品

方策を実施する。 目リストを作成し，その旨を周知徹底した。

・業務の見直しを行い，可能な ・アウトソーシング 医療事務 ・医療事務：平成16年度より手術部及びＨＣＵに，また平成17年度より各病棟( ，

（ ） ， ，業務の外部委託を検討する。 診療録管理，患者給食業務）の見 にもクラーク 外部委託 を配置することにより 診療報酬請求漏れを防止し

直し，評価を行う。 増収を図っている。

・診療録管理：平成17年度より退院患者のカルテの返却管理業務の委託を追加



- 29 -

神戸大学

別紙３

し，カルテの集中管理を徹底することとした。

（ ） ，・物流管理：平成17年度より物品搬送部署の増加 外来化学療法室等 に伴い

搬送要員を増員することにより効率的な運用を図ることとした。

・検査委託：平成17年度より検査システムの更新による，処理能力の増大に伴

い，検査委託の項目を縮減することとした。

・薬剤搬送業務：平成16年度より夜間及び休日に処方された薬品を薬剤部より

各病棟へ搬送する要員を配置し，医師，看護師の業務軽減を図った。

・患者給食業務：全面外部委託化に向けて検討を進めている。

・病棟看護補助業務：平成16年度末定年退職の看護助手の業務を外部委託し，

経費の節減を図ることとした。

・診療科受付業務：平成17年度より眼科受付要員を増員することとし，患者サ

ービスの改善を図ることとした。また，放射線部受付職員の退職に伴い，後任

者を経費節減の面から外部委託することとし，併せて現状の職員配置について

見直しを行うこととした。

・医療機器整備についてのコス ・ＭＥ機器の一元管理の推進 ・バーコードによるＭＥ機器の貸出・返却システムを導入し，ＭＥ機器の有効

ト分析・減価償却・投資効果分析 ＭＥ機器センターの取扱機器の 管理・利用を図ってきた。また，機器の稼働状況を踏まえ，適正な機器の台数(

， 。を行う。 拡充 による，効率的な医療機器 確保に努めるとともに センターが取り扱う対象機器の基準について検討した)

配置を策定する。

○医療の質の改善のための具体的

方策

・クリティカルパス ＥＢＭ(エ ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。，

ビダンスに基づく診療）など診療

の標準化とチーム医療を更に推進

する。

・医療社会福祉支援室（仮称） ・医療社会福祉支援室を設置し ・平成16年７月に患者支援センターを設置した。医師，ソーシャルワーカー，

， 。を設置し，社会復帰の促進を図る て地域連携を推進するとともに， 退院支援ナースなど４名を配置し 退院支援機能及び地域連携の充実を図った

ために専門家の配置による退院支 紹介率の向上及び退院支援機能の 今後，スタッフの増員などにより，さらなる地域医療福祉機関との連携強化を

援を行う。 充実による在院日数の短縮を図 図る予定である。

る。

・外来診療部門を整備し，化学 ・各診療科で行われていた外来化学療法は，平成16年12月より，外来化学療法

療法室などの特殊診療部門を強化 室が整備され，集約されたことにより，リスクマネージメントの観点や，医療

する。 クオリティの面から改善，向上が図られた。また，診療報酬請求上も外来化学

療法加算が可能となり，病院経営の面からも貢献できることとなった （この事。

項に関しては，年度計画に明示していないが，中期目標・計画を達成するため

に行った平成16年度の状況である ）。

・電子カルテ化の推進を行い， ・診療録センターの整備と電子 ・平成17年度に診療録センターに診療情報管理士を配置することとした。電子

医療従事者間での診療情報の共 カルテ導入を推進する。 カルテに関しては，特定の診療をモデルケースとした開発が進められており，

有，患者に対する診療情報公開と 個人情報保護法の対応も視野に入れた導入を検討している。

情報開示を進める。

・第三者評価を実施する。 ・病院機能評価に係る問題点に ・平成15年12月に日本医療機能評価機構の病院機能評価を受審し，平成16年11

ついて適切に対応し，病院機能の 月にその改善要望事項である内科外来並びに泌尿器科外来の患者プライバシー

向上を図る。 確保工事を完了し，再審査を経て平成17年３月認定を受けた。

・ＩＳＯ認定に向けて院内体制 ・平成16年３月に治験管理センターがＩＳＯ9001を取得した。その後，実施事

を整備する。 務局を設置して他の部署の認定に向けた準備を開始した。

○良質な医療人養成のための具体

的方策

・学部学生の診療現場での教 ・卒後臨床研修センターを中心 ・非常勤職員を増員して，卒後臨床研修センターの事務機能を充実させた。研

育，実習を重視する。卒後臨床研 とする研修指導体制を整備する。 修医の意見を積極的に取り入れることによって，研修プログラムや診療体制・

修センターを中心に関連教育研修 指導体制の改善を行った。また，超過勤務・宿日直の制限，勤務実態に即した

病院と協力して，多様で魅力的な 手当の支給などの労働条件・待遇の改善を労働基準法に基づいて措置した。

研修システムを構築するとともに

生涯学習プログラムも導入し，先

端的，専門的医療人を養成する。

・国際交流や共同研究を通じて ・平成18年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

国際的に活躍できる医療人を養成

する。

○新規専門医療の開発，高度先進

医療の開発と推進のための具体的

方策

・先端的医療の導入のため，学 ・高度先進医療等の適応症例の ・既設委員会の見直しを行い，平成17年４月から新たに附属病院に生体肝移植

内外の関連研究施設や連携大学院 審査を目的とする病院内倫理委員 適応評価委員会を設置することとした。

との共同研究を更に推進する。ま 会(実施委員会)を設置する。

た，産学官民連携による研究成果

を診療へ応用するため，病院内に

産学官民連携先端医療推進室（仮

称）を設置する。

， 。・治験管理センターを整備し， ・平成16年３月にＩＳＯ9001を取得し その後継続的に定期審査を受けている

臨床研究の更なる推進を図る。 また，平成17年３月にモニタリング室及び面談室を増設した。

○医療の国際化と国際交流の推進

のための具体的方策

・国際診療部を強化し，外国人 ・国際診療部と医学部附属医学 ・医学医療国際交流センターに内科系及び外科系の教授２名と助教授１名の専
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患者診療部門の拡充を行う。 医療国際交流センターの連携強化 任教員を配置し，国際診療部と密接な連携を図ることによって，その診療体制

を図る。 を強化した。

○災害・救急医療の拠点形成のた

めの具体的方策

・広域救急医療のための救命救 ・平成18年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

急センターの設置を検討する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（４）附属学校に関する目標

○大学が教育と研究を通じて地域社会と交流するインターフェイスとしての位置づけを明確にし，

特色ある教育の創造と諸条件の整備を図る。中
○人間発達に関する研究を推進し，生涯学習社会における新たな教育システムの創造に努め，そ

の成果を社会に還元する。期
○幼児児童生徒の安全確保及び学校の安全管理について一層の整備を図る。

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○大学・学部との連携及び協力の

強化に関する具体的方策

・附属明石校においては，学部 ・附属明石校においては，学部 ・開発研究指定の成果の一つである「学びの一覧表」をもとに，各校種で実践

教員と共同して，幼・小・中の12 教員と共同して，幼・小・中の12 を通しながら，12か年を通したカリキュラムの作成を行った。

年一貫教育を基盤においた「カリ 年一貫教育を基盤にした「カリキ

キュラム開発研究センター」での ュラム開発研究センター」での発

発達支援カリキュラムの開発を進 達支援カリキュラムの開発を進め

める。 る。

・附属住吉校においては，学部 ・附属住吉校においては，学部 ・ 平成16年度における補習授業校のための指導案（日本語力判断基準表及び「

教員と共同して「国際教育センタ 教員と共同して「国際教育センタ 診断カード）の研究作成に係る事業」を文部科学省から委託を受け実施した。

ー」を中心とした「国際教育推進 ー」を中心とした「国際教育推進 今後，その成果を踏まえて日本語カリキュラムの作成に着手する。

プログラム」を研究開発し，小・ プログラム」を研究・開発し，小 ・大学が受け入れた外国人研究者の帯同児童・生徒への教育サービスを実施す

中９年一貫の教育体制のなかで試 ・中９年一貫の教育体制のなかで る「外国人児童生徒募集」の制度をスタートさせた。

行する。 試行する。

・附属養護学校においては，近 ・附属養護学校においては，近 ・これまでの教育実践カルテの見直しを行い，各教科・領域の目標及びこれに

年の特別支援教育の要請に応え 年の特別支援教育の要請に応え 基づく時間割など教育課程の見直しを行った。

て，就学前及び障害者成人教育と て，就学前及び障害者成人教育と ・障害乳幼児への支援として月１回の親子教室を実施した。

つないだ障害児教育を見通し，生 障害児教育を展望し，生涯学習社 ・成人障害者の支援として，特別支援教育コーディネーターが，成人障害者を

涯学習社会での障害児・者の発達 会での障害児・者の発達につい 対象とした発達科学部の公開講座に参画した。

について，地域社会と交流を深め て，地域社会と交流を深めつつ研

つつ研究する。 究する。

。 ，・以上の計画を達成するため ・以上の計画を達成するため ・学部附属交流会議を隔月で開催 学部・附属コラボレーション委員を設定し

に，学部及び附属学校相互間の連 に，学部及び附属学校相互間の連 科学研究費補助金（奨励研究）申請への支援，プロジェクト研究を実施した。

携を強める。 携を強める。

○学校運営の改善に関する具体的

方策

・生涯学習社会における学校教 ・生涯学習社会における学校教 【発達科学部附属住吉校】

育の在り方について，学部教員と 育の在り方について，学部教員と ・国際教育センターの研究部門を中心に，学部教員とのプロジェクト研究やジ

附属学校教員の共同研究を促進す 附属学校教員の共同研究を促進す ェンダー研究を実施し，その成果を外部に発信するため，教育研究発表会を開

る。 る。 催した。

【発達科学部附属明石校園】

・開発指定研究の成果の一つである「学びの一覧表」をもとに，各校種で実践

を通しながら，12ヵ年を通したカリキュラムの作成を行った。

【発達科学部附属養護学校】

・日本教育大学協会特殊教育部門近畿地区研究集会(近畿地区会長は中林稔堯

発達科学部教授)を本校を会場にして実施した。この成果を「人として豊かに

育ちあう障害児教育」と題して，本校の実践研究の成果を対外的に発表するも

のとして出版の準備を進めた。

・学校教育及び学校運営の在り ・学校教育及び学校運営の在り 【発達科学部附属住吉校】

方に関わって，地域での先導的な 方に関わって，地域での先導的な ・地域からの要請を受けて，学校視察や各市教育委員会への講師派遣，学校現

役割を果たし，積極的に地域社会 役割を果たし，積極的に地域社会 場への指導助言などを実施した。ＮＧＯと連携してネパールとの交流を開始す

と交流する。 と交流する。 るとともに，カンボジアで活動中のＮＧＯの代表者の講演会を開催した。

【発達科学部附属明石校園】

・幼・小・中合同で地域の教員と協働して「研究協議会」を開催した。

・幼稚園では「幼稚園教育を考える研究会」を開催した。

・小学校では，地域の教育研究所と合同で 「実践交流会」を開催した。，

・初任者，５年次，10年次研修用の研修プログラムのパンフレットを作成し，

県市郡町教育委員会に配布した。また，幼稚園・小学校・中学校がそれぞれ研

修生を受け入れるとともに，地域の校園に講師を派遣した。

【発達科学部附属養護学校】

・障がい者地域生活ケァネット，地域の障害児学級との合同行事及び担任者会

に参加。障害幼児親子教室の開催と教育相談を実施した。
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・自己評価及び第三者評価のシ ・自己評価及び第三者評価シス 【発達科学部附属住吉校】

ステムを作る。 テムを作る。 ・従来から実施してきた学校評価（自己評価）を，中期計画・中期目標に合わ

せて新たに見直し，平成17年度の学校評価へと繋ぐものとした。

【発達科学部附属明石校園】

・地域住民や地域の教育委員会の委員で構成する学校評議員会を開催し，学校

行事及び学校評価（自己評価）を示し，指導を受けた。

【発達科学部附属養護学校】

・自己評価点検項目案を作成した。平成17年度には，この自己点検評価項目案

に基づく外部評価を実施する予定である。

○入学者選抜の改善に関する具体

的方策

・多様な児童・生徒の入学を確 ・児童・生徒の入学を確保する 【附属住吉校】

保するため，選抜方法改善すると ため，校区の拡大，入学願書の受 ・小学校では多様な児童の入学を確保するため，言語，環境，表現，健康の多

ともに，各校の教育方針の周知を 付日を増やすなど，選抜方法を改 面的観点から選考した。募集説明会の回数を増やし，プレゼンテーションを工

図る。 善するとともに，各校の説明会の 夫し教育方針を周知した。中学校では，人物重視のＡ日程と学力重視によるＢ

日を増やし，教育方針の周知を図 日程の２回実施し，抽選をなくした特色ある選抜を行った。関係教育機関に教

る。 育方針の周知を図り，募集説明会を複数回開催した。

【附属明石校園】

・中学校では，平成17年度の入学選考より，これまで行っていた抽選をやめ，

人物や学力を総合的に評価する方式に改めた。また，幼稚園や小学校でも，平

成平成18年度より抽選の改善等について検討するために入学選考委員会を立ち

上げた。

【附属養護学校】

・ホームページでの募集要項の発表・開示を行った。学校見学会を複数回実施

するとともに併せて入学説明会を行った。

○公立学校との人事交流に対応し

た体系的な教職員研修に関する具

体的方策

・市町教育委員会と連携して行 ・市町教育委員会と連携して行 【発達科学部附属住吉校】

っている「研究交流制度」を継続 っている「研究交流制度」を継続 ・地域からの要請を受けて，講師派遣や授業参観を行った。本校での研究発表

発展させ，現職教員の研修の充実 発展させ，現職教員の研修の充実 会を現職教員の研修の場として活用。

を図る。 を図る。 ・プロジェクト研究・授業研究において研究協力者として現職教員を受け入れ

た。

【発達科学部附属明石校園】

・研修用プログラムのパンフレットを作成し，地域の教育委員会に配布した。

・ 研究交流制度」を実施するとともに研修プログラムを検討した。「

・ 研究協議会 「幼稚園教育を考える研究会 「実践交流会」等，公開研究「 」， 」，

会を実施した。

【発達科学部附属養護学校】

・保育・教育実践交流会を実施した。

・日本教育大学協会特殊教育部門近畿地区研究集会(近畿地区会長は中林稔堯

発達科学部教授)を本校を会場にして実施した。

○高校の新設を含む附属学校の在 ○高校の新設を含む附属学校の在 ・検討委員会の在り方，検討内容，委員構成等について検討した。

り方についての検討委員会を発足 り方についての検討委員会を発足

させる。 させる。

○安全確保に関する具体的方策

・危機管理マニュアルに基づく ・危機管理マニュアルに基づく 【発達科学部附属住吉校】

点検・評価を行うとともに，保護 点検・評価を行うとともに，保護 ・不審者侵入による加害行為や火災，地震などの災害時に備え，緊急時避難体

者及び地域の関係機関等との連携 者及び地域の関係機関等との連携 制及び組織などの点検を実施した。保護者の引き取り訓練を実施し，問題点を

を図る。 を図る。 確認しながら改善に努めている。

【発達科学部附属明石校園】

・教育委員会や警察との連携を深め，不審者や安全についての情報を速やかに

入手できるようにし，それを直ちに保護者にも伝達した。

・不審電話への対応方法を掲示し，それを教職員に周知徹底を図った。また，

警備員の訪問者に対するあり方を検討し強化した。

・幼・小において防災だけでなく，安全も含めて避難訓練を行った。

・中学校では防犯及び救急救命の研修を行った。

【発達科学部附属養護学校】

「 」 。 ， ，・ 不審者緊急対応マニュアル を見直し改善した これに基づき 地元警察

生活安全課と協力して，不審者対応防災訓練を実施した。

・毎月の産業医巡視をはじめとする安全衛生点検を実施し，安全面での施設・

設備の改善内容について検討を進めている。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（５）附属研究所に関する目標

○経済経営研究所は神戸大学における唯一の附置研究所であり，社会科学分野におけるわが国の

研究拠点の一つとして，経済学と経営学の学際領域におけるフロンティア研究とそれらの基礎中
的研究に基づく独創的な応用研究の実施を目標とする。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○経済学と経営学における先端

研究と学際研究を推進するための

方策

・ ２１世紀ＣＯＥプログラム ・ ２１世紀ＣＯＥプログラム ・２１世紀ＣＯＥプログラムを中心に１７回の国際共同研究を実施し，その際「 」 「 」

Journal of Internationalの採択拠点として，国際共同研究 の採択拠点として，国際経済学に のカンファレンス及びセミナーで討議された論文が

を推進し，わが国で卓越した研究 関する世界の研究機関との国際共 ， ， 等の世Economics Journal of Economic Theory Japanese Economic Review
拠点としての役割を果たすととも 同研究を実施する。 界的評価のジャーナルに９編掲載された。また，国際経済学の世界的権威ロナ

に国際的な学術ネットワークの構 ルド・ジョーンズ教授を招いたカンファレンス，ノーベル経済学賞のバーノン

築を図り，その核となる「グロー ・スミス教授を招いた実験経済学カンファレンスも世界的注目を浴び，研究所

バル経済研究室 （仮称）の設置 がＣＯＥ研究拠点としての機能を果たした。」

を検討する。

・国際的共同研究プロジェクト ・ＣＯＥの研究拠点形成費補助金を，優れた研究を行っている研究者に重点的

を推進するため，研究所内の人的 に配分した。また韓国漢陽大学経済研究所との定期的セミナーを開催し，発表

・資金的リソースを重点配分する 者の旅費等を負担し国際交流活動を遂行している。

仕組みを検討する。

・ グローバル経済研究室 （仮 ・国際研究支援センターを立ち上げる準備を完了した。また，当該センターと「 」

称）の設置に先立ち 「グローバ 既設の研究所ＣＯＥ事務局とを統合して，グローバル経済経営研究サポート室，

ルサポート・オフィス」の設置を を設立することとした。

検討し，国際会議・国際シンポジ

ウムの支援体制，外国人研究者の

受け入れ体制の整備を図る。

○学内研究連携促進のための方策

， ，・経済学と経営学の学際的研究 ・経済学と経営学の学際的研究 ・経済学と経営学の学際的な研究拠点となるべく 人事面での協議の場として

を追及することにより，関連部局 を追求するため，関連部局との連 経済学研究科と経営学研究科両部局からの兼担教授をメンバーとする人事交流

と補完的な研究連携を図る。その 携・人事交流の推進を検討する委 委員会を設立した。

ために，研究所内の研究部会を活 員会を設置する。

用した学内共同研究プロジェクト

を実施する。

○社会的貢献を促進するための方

策

・産官学による社会科学に関す ・企業データの高度利用を目的 ・附属政策研究リエゾンセンターでは，社会の諸機関に分散保有されている多

る共同研究を「附属政策研究リエ とする「附属政策研究リエゾンセ 様な個別企業環境情報をデジタル化して一括保管・管理するとともに，かかる

ゾンセンター」で実施し，政策提 ンター」の拡充整備を検討する。 情報と本センターが既にデジタル・データ化している企業の経営データとを統

言を積極的に発信するとともに， 合することにより，環境社会における新たな企業評価（ランキング）情報を作

国際的研究集会やセミナーなどの 成する。そして，その経済的影響力を確認するための実験研究を行う施設を設

開催により，社会的貢献を図る。 置するという拡充計画を検討した。

・産業界・官界からリクルート ・附属政策研究リエゾンセンターでは，企業及び官庁出身教員を中心として，

した人材とともに，２～３年程度 外部資金を獲得し，企業の技術担当者も交えて，ＭＯＴ(Management of Technolo

の産官学による社会科学に関する gy)研究を継続的に行っている。また，直接的に参加企業の担当者を通して，

共同研究を「附属政策研究リエゾ あるいは経産省等を介して日本企業のものづくり戦略に提言を行なっている。

ンセンター」で実施し，産業・経

済政策に関する政策評価と政策提

言を積極的に発信する。

○高度研究者養成のための方策

・関連する研究科への教育参加 ・研究所独自の教育機能の実現 ・すでにＣＯＥ及び非常勤研究員制度等を活用しながら５名の若手研究者を雇

とともに，ポスドクを対象とする として，日本人，外国人のポスド 用して 「研究所若手特別研究員」制度確立の準備を行っている。若手研究者，

Review of Development Economic高度研究者養成教育としてＯＪＴ ク・若手研究者を対象とした「研 が，平成１６年度１年間で世界的ジャーナル（

（職場研修）ベースでの「研究者 究所若手特別研究員（research ， ）に３編アクセプトされた。研究費も特別配分するこs Economics Bulletin
養成インターン・プログラム 仮 fellow （仮称）のポストの設置 とを計画している。」（ ）」

称）の実施を検討する。 を検討する。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化

１ 運営体制の改善に関する目標

○学長がリーダーシップを発揮し，かつ学内コンセンサスの形成と機動的な意思決定ができる運営体制を

整備する。中

○教育研究活動の質を高め，国際的な競争力のある個性豊かな大学として発展するための戦略的な学内資

源配分方式を構築する。期

○人材を学外から登用するとともに，大学運営に関する共通課題の解決に当たるために大学間の連携・協

力を図る。目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○全学的な経営戦略の確立に関す

る具体的方策

・権限と責任が拡大する学長を ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

補佐するため，理事に業務を分担

させる。

・平成16年度から役員会を補佐 ・役員会を補佐する審議機関と Ⅲ ・部局長会議を制度化し，役員会の意思決定が迅速かつ効率的に行

する審議機関として，部局長会議 して部局長会議を制度化し，全学 えるようにした。

を設置し，全学コンセンサスの形 のコンセンサスの形成に配慮しつ

成に配慮しつつ役員会の意思決定 つ，役員会の意思決定が迅速かつ

が行えるようにする。 効率的に行えるようにする。

・効率的・機動的な運営を行う ・柔軟かつ機動的な運営を行う Ⅲ ・戦略企画担当理事を室長に，学長補佐，専任の助手１名及び学内

ために平成16年度から戦略企画室 ために，戦略企画室を設置し，担 から協力教員４名並びに協力職員２名を配置した戦略企画室を設置

を設置し，担当理事のもとで大学 当理事のもとで大学の理念や長期 し，戦略企画室会議を７月以降，月１回開催し，大学の理念及び将

の理念や長期目標に基づいた戦略 目標に基づいた戦略を企画する。 来ビジョンについて検討を行った。

を企画する。 ・より機能的な運用ができるよう，平成17年４月１日より「企画広

報室」に再編することを決定した。

・必要に応じ学外の監査法人や ・必要に応じ，学外の経営に係 Ⅲ ・会計監査人による予備調査，期首残高調査及び期中監査を既に実

， 。 ，経営に係る有識者から財務，予算 る有識者から財務，予算の現況， 施し 現状の財務会計における問題点等の洗い出しを行った また

の執行状況について意見を聞くな 執行状況について意見を聞くなど 中間決算を実施し，会計監査人の講評をもとに決算期に向けての対，

ど，経営戦略上のデータの収集に 経営戦略上の意見，データ等の収 応の検討を行った。

努める。 集に努める。

○運営組織の効果的・機動的な運

営に関する具体的方策

・社会の要請に迅速に対応でき ・役員会は，社会の要請に迅速 Ⅲ ・役員会を毎週定期的に開催し，迅速な意思決定を行った。

， ， ， ， ，る体制を構築するため，経営協議 に対応できる体制を構築するため ・経営評議会については 委員に企業人 報道関係者 学識経験者

会，教育研究評議会，教授会，全 経営協議会，教育研究評議会，教 大学支援組織関係者を適切に配置し，中期計画・年度計画・予算計

学委員会などの意思決定組織につ 授会，全学委員会などの意思決定 画等に関するアドバイスを受け，資産管理，業務改善等の検討を開

いて点検評価を行い，機能整備と 諸組織・機関について効率的な運 始した。

効率的運営を図る。 営体制，相互協力関係，機能分担

の在り方を検討する。

○学部長等を中心とした機動的・

戦略的な学部等運営に関する具体

的方策

・全学的な運営方針を踏まえ， ・学部長等のリーダーシップ機 Ⅲ ・９部局（発達，法，理，医，農，総合人間，文化，研究所，図書

学部等を機動的に運営するため， 能を高めるため，各学部において 館）において新たに部局長の補佐体制を整備し，運用している。

学部長等を中心とした学部等運営 その補佐体制の強化について検討

のほか，事務組織の企画立案への する。

積極的参画，部局内委員会の役割

の明確化を図り，学部長等の補佐

体制を整備する。

・学部内の各種委員会等につい Ⅲ ・４部局等（理，農，総合人間，留学Ｃ）において委員会の見直し

て，教員・事務職員による一体的 を行い，委員会の統廃合を実施した。また，教員・事務職員による

な運営を考案するとともに，その 一体的な運営については，４部局（文，農，文化，自然科学）にお

再編・縮小・廃止等の見直しを行 いて実施をしている。

う。

○教員及び事務職員等による一体

的な運営に関する具体的方策

・全学委員会に事務職員が参画 ・全学委員会に事務職員を参画 Ⅲ ・広報委員会や学生委員協議会等の委員として，事務職員を参画さ

するなど，一体的な運営を図る。 させるなど，組織の統一的・一体 せるようにした。

的な運営を図る。

・新規事業への迅速な対応を図 ・新規事業への迅速な対応を図 Ⅲ ・戦略企画室，広報室，イノベーション支援室，地域連携推進室に
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るため，教員及び事務職員が一体 るため，教員・事務職員一体の合 おいては，教員・事務職員一体の合議等が柔軟に行える体制を整備

となった組織が柔軟に編成できる 議・執行組織が柔軟に編成できる した。

運営体制とする。 ような体制を検討する。 ・３学部（文，医，農）においては，教員・事務職員が一体となっ

た合議・執行体制を編成した。

○全学的視点からの戦略的な学内

資源配分に関する具体的方策

・経営・財務分析を行うととも ・経営・財務分析を行うととも Ⅲ ・財務委員会において平成16年度予算の執行状況及び平成17年度事

に，大学予算の学内配分方式の見 に，大学予算の配分の重点化を進 業計画の留意点を踏まえた検討を行い，平成17年度予算編成方針

直しを行い，教育研究活動の活性 め 教育研究活動の活性化を図る （案 ，平成17年度予算配分方針（案）を役員会へ報告した。， 。 ）

化を図る。 ・平成16年10月に教育研究活性化支援経費を創設し，戦略的・独創

的な教育研究プロジェクト事業として学内公募を行い選定の上，当

該プロジェクト事業を実施するとともに，教育研究環境高度化事業

として大学全体の機能向上を図るための事業等に重点的に配分を行

った。

○学外の有識者や専門家の登用に

関する具体的方策

・幹部職員として，経営コンサ ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

ルタントを登用するなど大学経営

等に精通した人材を外部から採用

することを検討する。

○内部監査機能の充実に関する具

体的方策

・内部監査機能の強化を図るた ・監査室を設置し，内部監査機 Ⅲ ・監査室を設置し，内部監査規程を整備した。また，内部監査規程

め，平成16年度から「監査室（仮 能の強化を図る。 に従い内部監査を実施した。

称 」を設置する。）

○国立大学間の自主的な連携と協

力体制に関する具体的方策

・各種ブロック会議への参加や ・各種ブロック会議への参加や Ⅲ ・国立大学協会近畿地区支部会議等の各種会議に参加し，情報交換

共同研修，人事交流等を通じ，大 地域的な共同研修，人事交流等を を行った。また，評価担当理事等の連絡会議に関しては，主催校と

学運営に関する共通事項に関して 通じ，大学運営に関する共通事項 して意見交換を行った。

情報交換を行い，問題解決に当た に関して情報交換を行い，問題解

。っての連携と協力を図る。 決に当たっての連携と協力を図る
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

○教育研究の進展や社会的要請に応じ，適切な評価に基づき，教育研究組織の弾力的な設計と改組転換を

進める。中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○教育研究組織の編成・見直しの

システムに関する具体的方策

・各教育研究組織ごとの中期計 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

画の達成状況等についての「全学

評価組織」等による評価結果を踏

まえ，役員会，経営協議会，教育

研究評議会において教育研究組織

の見直し，再編の検討を行う。

○教育研究組織の見直しの方向性

・教育研究の進展や社会的要請 ・教育研究の進展や社会的要請 Ⅲ ・教育研究の進展や社会的要請に応じるために，教員の一定数（平

に応じ，既設の研究科，学部の教 に応じるために 教員の一定数 平 成15年度末定員の５％）を学長裁量枠として大学全体で戦略的に運， （

員定員の見直しを行うとともに， 成15年度末定員の５％）を大学全 用する仕組みを活用し，ＣＯＥ拠点に助手（７名）を配置し，新た

新しい学問分野形成やセンター等 体で運用する仕組みを活用し，Ｃ に設置した環境管理センター，戦略企画室，情報・評価室，広報室

の設置に対応するため，平成16年 ＯＥ拠点に助手を配置するととも 等にも教員を配置した。

度から教員数の一定数（平成15年 に，環境管理センター，戦略企画

度末定員の５％）を大学全体で運 室，情報・評価室，広報室等を設

用する仕組みを確立する。 置する。

・医学部保健学科を基礎に保健 ・法学研究科実務法律専攻（法 Ⅲ ・法学研究科実務法律専攻（法科大学院 ，医学部附属医学医療国際）

学部（仮称）の設置を検討するこ 科大学院 ，医学部附属医学医療国 交流センター（ＩＣＭＲＴ）を設置した。）

とや，社会科学系学部の夜間主コ 際交流センター（ＩＣＭＲＴ）を

ースの在り方について検討を進め 設置する。

るなど，教育研究の進展や社会的

要請に応じ，既設の研究科，学部

の組織（学科，専攻等）の見直し

を行う。

・人文科学系学部・研究科の学 Ⅳ ・平成16年度からの３年間で人文科学系学部・研究科の学科・専攻

科・専攻の改組について準備を進 の改組について準備を進めることであったが，平成16年度に国際文

める。 化学部及び発達科学部の学科の改組，文学研究科の専攻の改組を決

定した （平成17年度から実施 。。 ）

・医学部保健学科を基礎に保健 Ⅲ ・経済学部及び経営学部の夜間主コースの廃止等について，関係部

学部（仮称）の設置，社会科学系 署と協議した。

学部の夜間主コースの在り方につ ・保健学部の設置については，平成19年度設置に向けて他大学の状

いて検討を進める。 況等を調査し，検討を行った。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化

３ 人事の適正化に関する目標

○多岐にわたる人事制度を適切に評価し，活力ある組織に向けて人事の適正化を図る。

○教員の流動性を向上させるとともに，教員組織の多様化を推進する。また，事務職員の専門性の向上を中

図る

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○人事評価システムの整備と活用

に関する具体的方策

・階層別評価の見直し及び職務 ・現行評価制度の見直し及び職 Ⅲ ・教員にあっては，経済経営研究所において人事・業績評価のため

成果による評価について検討する 務成果について調査・研究を行う のワーキンググループを設置し，検討を開始した。。 。

・事務系にあっては事務連絡会議において「事務組織効率化・高度

化プロジェクト」を設置し，①事務組織の見直し，②事務職員の勤

務評定，③事務職員の適正な配置と戦略的な配置，④事務処理の効

率化と合理化について検討を開始した。

・職責，能力，業績を適切に反 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

映できる給与基準等の整備につい

て検討を行う。

○中長期的な観点に立った適切な

人員（人件費）管理に関する具体

的方策

・学長裁量枠（平成15年度末定 Ⅲ ・平成16年度に組織の再編等に質量ともに柔軟に対応できる人員配

員の５％）を設けるなど，組織の 置が行えるよう，学長裁量枠教員定員を設けた。その具体的な活用

再編等に当たっては，質量共に柔 方法については現在検討を進めている。

軟に対応できる人員配置を検討す

る。

○柔軟で多様な人事制度の構築に

関する具体的方策

・教員については現行の勤務時 Ⅲ ・平成16年度より裁量労働制を導入した。

間制度を見直し，裁量労働制の導 (この事項に関しては，年度計画に明示していないが，中期目標・

入等の勤務形態を検討する。 計画を達成するために行った平成16年度の状況である。平成19年度

には平成16年度から導入した裁量労働制の見直し，変形労働制及び

フレックスタイム制の導入も含め，検討する ）。

・定年後の再雇用を視野に入れ ・定年年齢の延長措置を含め人 Ⅱ ・人事制度の在り方について資料収集等調査を行うとともに，検討

た人事管理を行う。 事制度の在り方について検討を行 体制の構築について検討した。

う。

・特別研究員制度（サバティカ ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

） 。ル制度 の導入について検討する

○公募制や任期制の導入など教員

の流動性向上に関する具体的方策

・公募制については，各研究分 ・公募制については，各研究分 Ⅲ ・自然科学研究科においては，全専攻で公募制を導入し，国際文化

， ， ， ， ， ，野の特質にも配慮しつつ更に導入 野の特質にも配慮しつつ，更に導 学部 工学部 農学部 法学研究科 経済学研究科 経営学研究科

を進める 任期制についても分野 入を進める。任期制についても， 経済経営研究所及び国際協力研究科においては公募制による採用を。 ，

職種等を考慮して，プロジェクト 分野，職種等を考慮して，プロジ 実施した。

研究など必要に応じ，更に導入を ェクト研究など必要に応じ，更に ・任期制については，適用拡大と再任審査制度の整備を併せて検討

進める。 導入を進める。 をした。

・他大学，国内外研究機関，民間 ・他大学，国内外研究機関，民 Ⅲ ・教員の採用に当たっては，出身大学に偏らない方針の下に教員の

企業等との人事交流を積極的に行 間企業等との人事交流を積極的に 出身大学の多様性に配慮し，他大学，公的機関，民間企業等との人

い，教育と研究の活性化を図る。 行い 教育と研究の活性化を図る 事交流を積極的に行った。， 。

○外国人や女性の採用及び人事施

策に関する具体的方策

・採用及び人事施策にジェンダ ・採用及び人事施策についてジ Ⅲ ・複数の部局において，女性教員の比率を高める人事又はジェンダ

ーバランスを配慮することを検討 ェンダーバランスを考慮する ー間の不均等の是正に努める採用人事を行った。また，複数の部局。

する。 においては女性教員の比率を高める方策等を検討した。
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・外国人教員及び研究者をより ・外国人教員及び研究者をより Ⅱ ・外国語教育に専念する職務を担う教員を公募で採用する特任教員

柔軟に雇用できるよう年俸制等の 柔軟に雇用するための方策につい 制度を整備した。

導入を検討する。 て，調査・研究を行う。

・障害者の雇用の促進等に関す Ⅲ ・平成16年度に障害者を雇用したが，除外率制度への移行により法

， ，る法律に基づき，その雇用促進を 定雇用率を下回ることとなったため あらためて現状の把握を行い

図る。 その雇用促進のための方策等を検討中である。

○事務職員等の採用，養成，人事

交流に関する具体的方策

・特別な知識を必要とする者 例 ・特別な知識を必要とする者 例 Ⅲ ・事務連絡会議において「事務組織効率化・高度化プロジェクト」（ （

えば情報関係，特許関係，訴訟関 えば情報関係，特許関係，訴訟関 を設置し，①事務組織の機能の見直し，②事務職員の勤務評定，③

係，診療報酬請求関係，労務管理 係，診療報酬請求関係，労務管理 事務職員の適正な配置と戦略的な配置，④事務処理の効率化と合理

関係等 の採用方法等を検討する 関係等）に適合的な職員採用方法 化について検討を開始した。） 。

等の導入について検討する。

・専門性の向上を図るための専 ・専門性の向上を図るための階 Ⅲ ・総務部，企画部及び附属図書館において，専門性向上のための研

門研修の実施等について検討する 層別研修及び専門研修を実施する 修会等を実施するとともに，外部での研修に参加させた。。 。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

○機動的な大学運営を支援するため，事務処理の効率化・合理化，事務組織の整備と再編を進める。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○事務組織の機能の見直しに関す

る具体的方策

・役員会を中心とする機動的な ・機動的な大学運営の実現の視 Ⅲ ・事務組織機能効率化・高度化プロジェクトを３回開催した。

大学運営に当たって，事務組織に 点から，事務組織に関する自己点 ・プロジェクトの任務のうち平成18年度に整備することを目指して

関する自己点検と評価を実施し， 検・評価を実施するための仕組み 「事務組織の機能の見直しに関すること 「事務処理の効率化と合」，

より専門職能集団としての役割を を検討する。 理化に関すること」を中心に検討を進めている。

果たすことができるよう，組織の

再編を平成18年度に整備すること

を目途に検討を進める。

・業務の専門性や効率性を向上 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

させるとともに，大学運営を的確

に推進するため，戦略企画室や学

部との連携を密にした事務体制に

整備する。

・事務の一元化・集中化と並行 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

して，事務組織の横断的かつ総合

的なサービス機能を発揮できる体

制について検討する。

・弾力的な業務運営のため，必 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

要に応じて教員と連携したプロジ

ェクト・チーム制を導入する。

○事務処理の効率化と合理化に関

する具体的方策

・各種事務処理を見直すととも ・学内ネットワークを利用した Ⅲ ・事務連絡会議において，事務情報化推進計画を策定した。

に，平成17年度以降に学内ネット 事務支援システムのグレードアッ ・グループウェアについて，新グループウェア検討ワーキンググル

ワークのアップグレードにより情 プ及び電子情報化の推進を図る。 ープにより現行のグループウェア（WeblyGo）の見直しを行い，ポー

報の共有化を図り，文書管理，会 タル型グループウェアの早期導入に向けて，引き続き検討を進めて

議の開催通知，会議室の予約管理 いる。

など事務処理の簡素化と迅速化を ・教務事務システムの更新について，平成17年度統合情報基盤計算

図る。 機システムの調達に伴う事務処理日程に基づき，仕様策定委員会等

で仕様書原案の策定を行い，機能改善項目として履修登録，成績登

録等のＷｅｂ化を盛り込み，現在，調達に向けての意見招請を行っ

ている。

・財務会計システムの機能改善について，従前より予算との連動が

求められていた旅行伺いをシステムへ取り入れたことで，事務の簡

素化を図り，また，エンドユーザーからの今年度における機能改善

要望に基づく改善を行った。

・汎用システムの新システムへの移行について，大阪大学で共同開

催されたデモに４回参加し，本学独自に２社との個別説明を受け，

また，各種情報の収集を行い，それら情報を基に新システム移行へ

の検討を開始した。

○業務の外部委託等に関する具体

的方策

・業務処理の点検を行い，職員 ・業務処理の点検を行い，費用 Ⅲ ・いくつかの要綱，要領が策定され実施できた。更にその要綱等に

の業務を分析し，費用対効果を考 対効果の視点から，業務の外部委 ついてワーキンググループが詳細な取扱に関する検討を加え弾力化

量して業務の外部委託を実施し， 託等について，具体的方策を検討 を図った。

業務の合理化に努める。 する。 ・外部委託については，部局と，事務局における業務等の分析を行

い，委託することにより，合理化，効率化が可能となる業務の検討

を開始した。

神戸大学
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

○科学研究費補助金など外部研究資金その他の自己収入の増加を図る。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

○自己収入の増加に関する具体的

方策

・全学的に意識の向上を図る取 ・外部資金獲得に関する情報や Ⅲ ・産学官民連携研修会及び科学研究費補助金説明会，部局長会議等

り組みとして，産学官民連携研修 申請のための具体的な手法等を， において，外部資金獲得に向けた取り組みを要請し全学的な意識の

会，科学研究費補助金説明会等を 産学官民連携研修会や科学研究費 向上を図った。科学研究費補助金，協力研究等において申請・受入

開催し，学長等により外部資金獲 補助金説明会等を通じて提供し， 件数の増に結びついており，引き続き科学研究費補助金申請率100

得の促進を要請している。今後， 積極的な応募を支援する。 ％を目指すなど，外部資金の獲得に向けて行動している。

さらにこれらの取り組みの充実強 ・各部局においても外部資金の獲得に向け取り組んでおり，文学部

化を図る。 ・文学研究科では，創造的研究・社会連携推進委員会を，科学研究

費補助金の申請に合わせて開催し，申請状況の把握とその促進を図

った。また，文部科学省の平成16年度大学改革推進等補助金の「現

」 ， 。代的教育ニーズ取組支援プログラム に申請し 交付金を獲得した

また，国際協力研究科では，研究委員会において，毎年度の大型研

究テーマを設定する制度を整え，また，科学研究費補助金申請数の

増加のための方策を検討し，教員に対して情報提供を行い応募を奨

励している。

・競争的資金等に関する情報を Ⅲ ・連携創造センターでは，専任教員，コーディネーターが競争的資

提供するとともに，申請書の内容 金の申請にあたり，教員への指導助言を行う等応募支援とともに，

及び記載方法に対する助言等，積 応募状況のフォローも行っている。また，競争的資金等外部資金に

極的な応募支援を行う。 関する公募情報を速やかに全学教員に発信し，ホームページにも掲

。（ ， ，載している この事項に関しては 年次計画に明示していないが

。）中期目標・計画を達成するために行った平成16年度の状況である

・外部資金の獲得状況を常に点 ・外部資金の獲得状況を常に点 Ⅲ ・外部資金の獲得状況を把握するために，10月から研究助成金を含

検，評価し，外部資金獲得の向上 検・評価し，外部資金獲得の向上 め応募状況の報告を各部局に求めている。

に資する。 に努める。

○収入を伴う事業の実施に関する

具体的方策

・特許取得を進め，出願件数を ・特許出願件数を増加させると Ⅳ ・知的財産ポリシーを策定し，知的財産は原則大学帰属とした。

増加させる。 ともに ライセンス活動を推進し 平成16年度の発明の帰属状況は，大学帰属が75件，個人帰属が12件， ，

実施料収入の増加を図る。 である。大学帰属のうち出願が行われたのは，大学単独出願25件，

企業等との共同出願24件，ＴＬＯひょうご経由出願19件，企業より

出願４件の計72件である。更に，大学帰属となった発明に係わる実

施料収入（譲渡収入を含む ）は平成15年には無かったが，平成16。

年度には1,505千円であった。

・教員の知的財産に対する理解を深めるために特許セミナーを６回

開催するとともに，特許出願件数を増加させるために，随時発明相

談を実施し，発明発掘を積極的に行った。

・大学発ベンチャーの増加を図 Ⅳ ・平成16年度に新たに大学発ベンチャー６社が起業し，18社とな

り，社会貢献を果たす。 った。イノベーション支援本部・連携創造センターを中心に特許戦

略の策定，知的財産の充実及びビジネスプラン作成の支援などを通

じ，新産業創出に貢献した。また，起業後の大学発ベンチャーに対

しては，発展ステージに合わせた継続的育成・支援を行っている。

（資金調達，経営マネージメントアドバイス等）

（この事項に関しては，年次計画に明示していないが，中期目標・

計画を達成するために行った平成16年度の状況である ）。

・学内における収入見合事業の Ⅲ ・年度計画には記載していないが，大多数の部局の公開講座を試行

実施を図る。 的に収入見合事業とした。平成16年度の事業実態を分析し，平成17

年度以降の業務の効率性及び自己収入の増大を図っていく。

神戸大学
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財務内容の改善に関する目標Ⅲ
２ 経費抑制に関する目標

○大学運営全般にわたり，財務状況の分析を行い，効率的，効果的に経費削減を図る。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○管理的経費の抑制に関する具体

的方策

・人件費の削減，非常勤講師経 ・労働環境，教職員のインセン

費の節減，非常勤職員経費の節減 ティブ等に配慮しつつ，以下の事

等を平成17年度から実施する。 項等について管理的経費の抑制を

検討する。

＊人件費抑制に関する方策。 Ⅲ ・指定職適用等の見直しを行った。

・教員について全学供出（15年度末教員定員の５％）による学長裁

量枠教員定員を設け，人的資源の戦略的・効率的な活用を図ること

とした。

・業務実態を踏まえた適切な勤務体制を複数の部局で導入した。

・印刷物のＷｅｂ化を検討し， ＊電子化等を推進することに Ⅲ ・平成16年度において計画されていた印刷物等の電子化については

印刷経費を削減する。 よる印刷物，定期刊行物等の経費 Ｗｅｂ化を行い，印刷物削減経費として，平成15年度実績と比較し

の削減。 て400万円を節約した。

。＊省資源，省エネルギーの推 Ⅲ ・夏季・冬季に向け省エネルギー対策について学内に啓発を行った

進を図ることによる光熱水量の削 鶴甲１団地，六甲台１・２団地を対象にエネルギー消費量の調査・

減。など 分析を行った。

神戸大学
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財務内容の改善に関する目標Ⅲ
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

○全学的かつ経営的視点に立った資産（土地，施設，設備等）の効率的な運用を図る。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○資産の効率的運用を図るための

具体的方策

・運営費交付金及び奨学寄附金 ・運営費交付金及び奨学寄附金等 Ⅲ ・資金運用を図るにあたって，学長，理事，学長補佐，監事及び事

， 「 」等の資金の効果的な活用を図る。 の資金の効果的な活用を図る。 務局の部課長を対象に 三つの金融機関による 資金運用等説明会

を開催した。今後は，早急に運用資金額及び国債等の運用商品の検

討を行う。

・土地及び建物施設の適正な利 ・土地及び建物施設の適正な利 Ⅲ ・学会，研修会，講演会等が本学の施設を使用する際の使用料につ

用料金等の検討を行い，資産の有 用料金等の検討を行い，資産の有 いて，全学統一した取扱いを定めた。

効活用を図る。 効活用を図る。 ・職員宿舎貸与条件の緩和措置により，未貸与戸数が11戸解消され

た。また，駐車場についても８区画の有効利用が図られた。

・継続的な施設の点検と評価を ・継続的な施設の点検・評価を Ⅲ ・ 神戸大学における施設の有効活用に関する取り扱い要項」を策定「

踏まえ，教育研究活動に応じた効 踏まえ，教育研究活動に応じた効 した。

果的なスペース配分など，施設の 果的なスペース配分など，施設の

有効活用を推進する全学的方針の 有効活用を推進する全学的方針の

確立を図る。 確立を図る。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

１ 評価の基本的な目標

○教育，研究，社会貢献，国際交流等の現状と到達点を適正に評価する基準を策定する。

○評価を適正かつ効率的に実施できる合理的な評価システムを形成する。中

○評価の結果を改善のために有効に利用する方法論を確立する。

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○現状と到達点を適正に評価する

基準の策定

・評価の対象を３つの局面に分 ・３つの評価対象（基礎指標， Ⅲ ・評価項目・評価方法については，情報・評価室において重点的に

け，これらを有機的に関連させて 部局の重点課題 全学的重点課題 検討を重ねた。教育研究の質の向上に資する評価は一律的に実施す， ）

評価を行う。 を有機的に関連させて評価するた べきではないので今後も引き続き検討する。

め，評価項目・評価方法を検討す ・データベースに関しては，平成17年度に神戸大学情報データベー

るとともに，教育研究分野の専門 ス（ＫＵＩＤ）を構築するための準備として，平成16年度にそのプ

性を考慮しながら，データベース ロトタイプを構築した。

の構築を図る。

＊基礎指標：個人の研究業

績，教育業務，定員充足率，学位

， ，授与率 科学研究費補助金獲得額

産学官民連携や国際交流の事業展

開等の基礎的課題を指標化し，達

成度を明らかにする。

＊部局の重点課題：学生によ

る授業評価など部局が重点的に設

定した教育改革課題，研究プロジ

ェクト，社会貢献事業等について

の達成度を明らかにする。

＊全学的重点課題：２１世紀

ＣＯＥプログラム，大型研究プロ

ジェクト，全学共通授業改革等の

全学的重点課題について，関係部

局の評価を踏まえて全学的な立場

での評価を行う。

・基礎指標について，研究の専

門性に基づきながら，データベー

スを作成する。

・評価に際しては，長期にわた ・評価に際して，長期にわたる Ⅲ ・長期にわたる基盤的研究などの在り方にも対応できる評価を行う

る基盤的研究などの在り方に対応 基盤的研究などの在り方にも対応 ために 「神戸大学における点検・評価の基本的な考え方」を制定，

できる評価方法を策定する。 できる評価方法を調査・分析す した。今後，更に評価委員会等を中心として調査・分析を進めてい

る。 く。

○合理的な評価システムを形成す

るための具体的方策

・評価のレベルを次のように分 ・重層的な評価を行うため，部 Ⅲ ・各部局においては，自部局の評価委員会を中心として適宜自己点

け，これらを重層的に進めて評価 局において「評価委員会」を編成 検・評価を行っている。また，部局の評価委員長等を委員とし，学

を行う。 し 全学的重点課題に対して 全 長を委員長とする全学組織としての神戸大学評価委員会を開催して， 「

学評価組織」を編成する。 いる。更に，重層的な評価を行う上で 「神戸大学における点検・，

評価の基本的な考え方」を策定した。

＊部局レベル：部局において

「評価委員会」を設置し，個人や

部局の基礎指標並びに部局の重点

課題について評価を行う。

＊全学レベル：全学的重点課 ・ 情報・評価室」では，大学 Ⅲ ・ 情報・評価室」では，大学評価・学位授与機構及び大学基準協「 「

題について 「全学評価組織」を 評価の合理性と効率性を実現すべ 会の認証評価説明会，高等教育活性化セミナー，ＳＣＳ活用セミナ，

平成16年度に編成して全学的な観 く，関連シンポジウム・セミナー ー等に参加する等，大学評価システムについて調査・研究を実施し

点から中期目標期間中に評価を行 への参加などを通じて評価システ た。また，グループウエアや電子メールを使用し，これらの情報を

う 「全学評価組織」は，各学術 ムの研究を行う。 各部局の評価担当者と共有するように努めた。。

系列における教育研究の専門性を

踏まえながら，評価に関わって実

際に判断を行う組織「評価委員

会 ，評価システムを研究開発し」

データの分析と集計作業を行う組

織「情報・評価室」を分業的に内

神戸大学
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部編成するなどして，評価の合理

性と効率性を実現する。

， ，・原則としてそれぞれのレベル ・外部評価委員会の設置などを Ⅲ ・各部局においては 評価委員会等で外部評価のあり方を検討の上

において外部評価を行う。 通じて，学外者の客観的な評価を 随時外部評価の準備を行い，あるいは実施している。外部の視点の

受ける体制を調査・分析する。 重要性は十分に認識しており，継続して外部評価実施体制を検討す

る。

・評価結果については，適切な ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

基準を定めて公表する。

○評価結果を改善に有効に利用す

るための具体的方策

・部局においては，部局並びに ・部局においては，計画作成者 Ⅲ ・平成17年度年度計画の策定にあたって，平成16年度年度計画の進

全学の評価結果に基づいて，計画 と評価者の間で十分な検討を行 捗状況を全学的に確認した。このことにより計画策定者と評価者の

作成者と評価者の間で十分な検討 い，具体的に改善を進め，次期計 連携がより強固なものになり評価結果を次期計画に活用するのみな

を行い，具体的に改善を進め，次 画の策定においてそれを活かす。 らず，計画の進捗管理や実効性の担保に大いに役立った。また，評

期計画の作成においてそれを活か 価者のみならず，計画策定者も評価結果を有効に活用する一助とす

す。 るために，年度評価説明会を開催した。

・全学的な評価事項において ・ 情報・評価室」において， Ⅲ ・ＰＤＣＡサイクルを活用して大学の改善を進めていくために，ま「

は 「全学評価組織」がそれぞれ 中期計画の年次進行に適合した評 ず適切な自己点検・評価を実施する必要があるので，情報・評価室，

の事項について評価を踏まえた改 価を行い，改善を進める仕組みを では，各部局の年次計画達成度報告のスケジュールを定めるととも

善点を整理し，関係部局・部門に 検討する。 に，年度評価に関する説明会を実施した。今後も引き続き改善を進

提示する。 める仕組みを検討する。

・ 全学評価組織」は，評価結 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。「

果を有効に利用するために評価結

果と改善点を役員会に報告する。

なお，その報告内容についてその

事項に関係する部局・部門に知ら

せる。

・中期計画の年次進行に適合し ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

た評価を行い，改善を進める。

＊中期計画に沿った評価と改

善を行うために，４年間の総括的

な評価を５年次に行い，その評価

結果を次の中期計画を改善するた

めに活かす。

＊総括的な評価を有効に行う

ために，２年毎あるいは１年毎の

評価を積み上げていく。

・この報告内容について異議が ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

ある場合には，それを申し立てる

仕組みを作る。

・評価に基づく資源配分につい ・評価に基づく資源配分につい Ⅲ ・評価に基づく資源配分に関して，全学的な議論に着手した。今後

ては，配分の基準，配分内容に関 ては，役員会を中心として合理的 更に役員会を中心として全学的な検討を加えていく。

し，役員会を中心として合理的な な意思決定を行えるよう，配分の

決定手段を整備する。 基準を検討する。

神戸大学

別紙９
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

２ 情報公開等の推進に関する目標

○大学の社会的な使命と責務を果たすため，教育，研究，社会貢献に関する情報提供の充実を図る。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○大学情報の公開・提供及び広報

に関する具体的方策

・長期目標，中期目標，中期計 ・長期目標，中期目標，中期計 Ⅲ ・神戸大学の中期目標（長期目標を含む｡)，中期計画については，

画をホームページ等で公表する。 画をホームページ等で公表する。 ホ－ムペ－ジ上の法定公開情報等のペ－ジで公表した｡

， ， ，・年度計画，財務内容，管理運 ・年度計画，財務内容，管理運 Ⅲ ・神戸大学年度計画 科学研究費補助金 外部資金の受け入れ状況

営状況等について公表する。 営状況等について公表する。 歳出決算額及び管理運営状況は，神戸大学概覧及びホ－ムペ－ジ上

の法定公開情報のペ－ジ等で公表した｡

・点検及び評価結果の概要を公 ・年報などを通じて自己点検・ Ⅲ ・各部局において，自己評価報告書・外部評価報告書等の発行，あ

表する。 評価の概要を公表する。 るいは，評価結果のホームページでの掲載等を通じて，自己点検・

評価の概要を公表した。

・大学情報のデータベース化を ・データベースを活用し，大学 Ⅲ ・既存データベースを活用し本学の活動状況を客観的に把握できる

推進し，データの収集，蓄積，一 基礎情報の公開に努める。 ように，データ集として「Academic Statistics 2004」を刊行し公

元管理を行う。 表した。

・各部局においては，データベース化あるいはＨＴＭＬ化されたデ

ータを活用しながら，教員プロフィール，シラバス，研究業績，自

己点検評価の概要等の公表を行った。

（ ）・情報セキュリティーポリシー Ⅲ ・平成16年４月にセキュリティポリシー及び実施手順 一部未策定

及び実施手順を策定し 実施する を制定した （平成16年10月１日付 実施）また，平成17年４月から， 。 。

の個人情報保護法の施行に対応した修正を行った。

・平成16年度から「広報室」を

設置し，広報業務の一元的管理を ・ 広報室」を設置し，広報業 Ⅲ ・ 広報室」を設置し，広報マネージャー１名，ＨＰ担当助手１名，「 「

行うとともに，部局や事務局を包 務（神戸大学のホームページの充 非常勤職員１名を配置した。

含した全学的広報活動の強化拡充 実及び広報誌 神戸大学案内 K ・ 広報室会議 （４大学術系列より協力教員各１名）を開催（４回)「 」，「 「 」

を図る。 OBE university STYLE」及び研究 し，平成16年度のホームページ・広報誌の編集方針・内容等につい

紹介冊子の発行）の一元的管理を て検討した。

行うとともに，部局や事務局を包 ・ 広報委員会 （各部局より教員１名）を開催（３回）し，平成16「 」

。含した全学的広報活動の強化拡充 年度のホームページ・広報誌の編集方針・内容等について検討した

を図る。 ・ 記者室」を設置した。「

『 』・事務局ホームページを全面更新するとともに引き続き お知らせ

（新着情報）等を充実し，更に，現在ホームページについてのアン

ケートを実施中である。

・ 神戸大学案内 （平成16年度版）を６月に３万部発行し，オープ『 』

ンキャンパスなどにおいて配布した。全国の高等学校（神戸大学志

願校：近畿地区を除く に対してアンケートを実施した (なお 神。） 。 ，『

戸大学案内 （平成17年度版）は，①現在の半分のボリュームとし，』

②ホームページに動画・音声配信を含む大学案内の情報を提供する

予定）

・受験生，学生，同窓生等向けに，新しい広報誌『KOBE university

STYLE』創刊号を４月に３万部発行した。育友会総会（６月開催）に

てアンケートを実施した。

・ KOBE university STYLE』第２号を平成16年11月，同第３号を平『

成17年３月末にそれぞれ発行した。

・研究・教育・社会連携事業紹介誌『神戸大学最前線』創刊号を４

月に３千部発行した。

・ 神戸大学最前線』第２号を平成16年11月，同第３号を，平成17年『

３月末にそれぞれ発行した。

・ 神戸大学東京オフィス設立 Ⅳ ・４月に「神戸大学東京オフィス開設準備室」を，東京凌霜クラブ「

。「 」 ， ，準備事業」を立ち上げ，首都圏等 内に設置した 株式会社神戸学術事業会 に 首都圏における企業

における広報活動に必要な事項の マスコミ，受験産業，高等学校を主な対象とする就職支援・広報・

調査・研究を行う。 調査活動を業務委託し，その事業を実施した。また，本学の教職員

を対象に 「神戸大学東京オフィス開設準備室」の活動について理解，

を深めるとともに，今後の展開について「東京オフィス」事業研修

会を瀧川記念学術交流会館において開催した。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標

１ 施設設備の整備と活用等に関する目標

○施設設備の有効活用に関する目標

・教育研究活動に応じて，全学的視野に立った施設整備の有効活用を図る。中

○施設設備の機能保全と維持管理に関する目標

・教育研究の進展に対応する施設水準を確保する。期

・長期間にわたって施設設備を良好で安全な状態に保つ。

○施設設備等の機能の充実に関する目標目

・教育研究の進展の状況と既存施設の点検と評価を踏まえ，全学的及び長期的視点に立って，必要となる

スペースの確保を図る。標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○施設設備の有効活用に関する具

体的方策

・施設等の有効活用を図るた ・施設等の有効活用を図るた Ⅲ ・施設マネジメントの基本方針に基づき 「施設マネジメント委員，

め，施設及び設備を担当する組織 め，全学の施設設備のマネジメン 会」を設置し，活動を開始した。

を平成16年度に設置する。 トを審議する施設マネジメント委

員会を設置する。

・施設の点検と評価を継続的に ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

実施することにより既存施設の有

効活用を図る。

・施設関係データの管理システ ・施設関係データの管理システ Ⅲ ・施設関係データの管理システムの構築に際しての考え方をとりま

ムの構築を図り，施設利用状況の ムの構築を図るため，施設部にお とめるとともに，導入工程表（案）を作成した。

的確な把握をもとに有効活用の推 いて調査・研究を行う。

進を図る。

○施設設備の機能保全と維持管理

に関する具体的方策

・施設の定期的な点検保守の計 ・施設の定期的な点検保守，そ Ⅲ ・特殊建築物等定期報告制度に伴う現地調査の実施により各施設の

画的な維持管理の実施を図る。 の計画的な維持管理を図る。 計画的な維持管理を行った。

・緑地の維持保全など屋外環境 ・緑地の維持保全など，屋外環 Ⅲ ・平成15年度の維持管理実態調査を実施し，調査結果報告書を作成

の維持管理の一元化を進める。 境の維持管理を進める。 した。

・プリメンテナンス，エネルギ ・プリメンテナンス，エネルギ Ⅲ ・屋上点検を実施し，防水点検結果報告書を作成した。

ー管理，環境管理，安全管理等の ー管理，環境管理，安全管理等の ・六甲台地区のエネルギー使用状況の実態を把握するため，工学部

施設マネジメントは平成21年度ま 施設マネジメントを推進する。 及び自然科学研究科へのアンケート（案）を作成した。

でに確実に推進する。 ・現地調査の実施により各施設の計画的な維持管理を行った。

・台風により被災した施設の復 Ⅲ ・台風通過後速やかに各部局の被害状況を調査し，被害の増大防止

旧整備を確実に推進する。 及び二次被害防止の措置を行うとともに，被災に遭った施設（附属

幼稚園保育室床上浸水）等の復旧整備を迅速に行い，安全に保育室

を使用できるようにするなど，教育研究の再開，継続のための対応

をとった。

○施設設備等の機能の充実に関す

る具体的方策

・既存施設の安全性の向上と機 ・既存施設の安全性の向上と機 Ⅲ ・ 六甲台２）総合研究棟改修（理学系）の改修が完成したことに（

能再生を計画的に進め，教育研究 能再生を計画的に進め，教育研究 より，教育研究環境の改善・充実を図った。

環境の改善充実を図る。 環境の改善，充実を図る。 ・大学教育研究センター理科棟講義室・実験室等空調機取設工事に

より教育環境の改善を図った。

・その他各施設の改修等を行うことにより既存施設の安全性の向

上，教育研究環境の改善・充実を図った。

・教育研究に応じたスペースの ・教育研究の必要に応じたスペ Ⅲ ・総合研究棟新営工事（六甲台１ ・大学教育研究センター教室改）

確保，充実を計画的に推進する。 ースの確保，充実を計画的に推進 修等により，教育研究のスペースの確保・充実を図った。

する。

・学生生活支援のスペースの確 ・学生生活支援のためのスペー Ⅲ ・発達科学部学生ホール整備，学生寮（住吉寮）改修等学生生活支

保と充実を計画的に推進する。 スの確保，充実を計画的に推進す 援のためのスペースの確保・充実を図った。

る。

・環境に配慮した施設計画及び ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

インフラを構築し，バリアフリー

対策を推進する。

・ＰＦＩ方式，寄附方式など整 ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

備手法の導入を検討する。

神戸大学

別紙１０
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・医学部附属病院立体駐車場施 ・医学部附属病院立体駐車場施 Ⅲ ・計画どおり完成し，開業した。

設整備等事業及び農学系総合研究 設整備等事業をＰＦＩ事業として

棟改修事業をＰＦＩ事業として確 確実に推進する。

実に推進する。

・総合研究棟事業を確実に推進 Ⅲ ・計画どおり完成した。

する （六甲台第１団地）。

・総合研究棟改修事業を確実に

推進する （六甲台第２団地）。

・国際交流の推進を行うための ・平成17年度から実施のため，平成16年度は年度計画なし。

研究者宿泊施設の充実を図る。

神戸大学

別紙１０
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神戸大学

別紙１０

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標

２ 安全管理に関する目標

○教育研究環境の安全の確保と衛生管理に関する体制の整備を図る。

○実験系研究室における実験排気や排水等の自主管理による環境保全の徹底を図る。中

○有害物質（劇物，薬物 ，放射線等を利用する実験による事故の徹底防止を図る。）

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○労働安全衛生法，学校保健法等

を踏まえた安全衛生管理，保健管

理及び事故防止に関する具体的方

策

・平成16年度に，事業所ごとの ・事業所ごとの安全衛生委員会 Ⅲ ・労働安全衛生法等の規定に基づき，各事業場に安全衛生委員会を

安全衛生委員会の設置を始めとし の設置をはじめとして，安全衛生 設置し，産業医，衛生管理者，安全主任者等安全衛生管理者を配置

た安全衛生管理等に関する組織の 管理等に関する組織の整備を図る し安全衛生管理体制の組織を整備した。また，安全衛生に係る事務。

整備を図る。 部門として人事課内に安全衛生室を設置した。

・安全衛生管理の有資格者の増 ・安全衛生管理の有資格者の増 Ⅲ ・産業医（２人 ，衛生工学衛生管理者（２人）及び衛生管理者（1）

員を図る。 員を図る。 8人）の有資格者の増員を図った。また，平成17年度の安全衛生管

理に必要な職責者の育成計画も策定した。

・安全衛生管理のための学内研修 ・安全衛生管理のための学内研 Ⅲ ・衛生管理者の受験準備講習会・実務研修会，職場リーダーのため

の充実を図る。 修の充実を図る。 の安全衛生研修会，救急講習会，動物実験に関する講習会及び遺伝

子組み替え実験実施規則等説明会を開催した。また，平成17年度の

労働衛生教育の計画も策定した。

・実験室等の安全点検を定期的 ・実験室等の安全点検を定期的 Ⅲ ・労働安全衛生法等に基づき，産業医，衛生管理者等による定期的

に実施し，必要な補修，改修，更 に実施し，必要な補修，改修，更 な職場巡視・点検を行い，安全衛生関連改善事業（工事関係）を実

新等の処置を実施する。 新等の措置を実施する。 施した。

・事業場における職員の健康増 Ⅲ ・労働安全衛生法等の規定に基づき，一般定期健康診断等を実施し

進及び衛生確保のため，健康診断 た。また，受検日の増，未受検者への他の医療機関での受検義務の

を実施する。 周知等を行った結果，平成15年度の74.8％から96.5％に受検率がア

ップした。

○学生等の安全確保等に関する具

体的方策

・学生実験における取り扱いマ ・学生実験における取り扱いマ Ⅲ ・６部局（国文，発達，理，工，農，総合人間）において，学生実

ニュアル，指導マニュアルを充実 ニュアル，指導マニュアルを充実 験における安全管理マニュアル等を作成し，学生に配布して指導を

し，それに基づく指導を行う。 させ，それに基づく指導を行う。 徹底した。また，教授会・研究科委員会において教員への周知・徹

底を図った。

・内海域機能教育センターにおいて，安全指導マニュアル等の作成

について検討を行った。

○有害物質等を利用する実験によ

る事故防止のための具体的方策

・有害物質及び放射線等の管理 ・有害物質及び放射線等の管理体 Ⅲ ・放射線等の取扱い（受入・払出）については，各放射線施設にお

体制の強化を図る。 制の強化を図る。 いて放射線取扱主任者の管理の下に一元管理を行っており，併せて

各地区毎の放射線障害防止委員会による監視体制を実施している。

また，大学の法人化に伴い適用されることとなった労働安全衛生法

に対応するため，平成16年度より作業環境の測定と漏洩Ｘ線の測定

を実施するなど，全学的な管理体制の構築を行った。

・各部局においても，有害物質等の管理体制の強化を図っており，

廃棄物処理費を計上して，計画的に水銀及びその化合物などの有害

物質を処理している。

・健康診断の完全受検を目指 ・健康診断の完全受検を目指し Ⅲ ・放射線業務従事者への特別健康診断を年２回実施し，受検予定者，

し，未受検者に対しては取り扱い 未受検者に対しては，取り扱い停 に周知徹底を図った。未受検者には学外医療機関での受検を義務付

停止などの措置を講ずる。 止などの措置を講ずる。 けている。

・取り扱い教育訓練を実施す ・取り扱い教育訓練を実施し， Ⅲ ・放射線業務従事者への放射線・ＲＩ講習会を，平成16年度よりＸ

る。未受講者に対しては取り扱い 未受講者に対しては，取り扱い停 線機器使用者を対象者に含めて年３回開催した。また，臨時の講習

停止などの措置を講ずる。 止などの措置を講ずる。 会を逐次開催し，対象者全員の受講を目指して周知徹底を図った。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標

３ 環境保全に関する目標

○教育環境の保全のための全学的な取り組みを推進する。

中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○教育研究環境の保全のための具

体的方策

・平成16年度に「環境管理セン ・ 環境管理センター を設置し Ⅲ ・環境管理センターを設置し，環境教育研究活動支援部門・環境保「 」 ，

ター」を設置し，環境保全教育の 環境教育・環境保全対策及び資源 全対策部門・資源エネルギー管理部門の３部門の活動を開始した。

充実を図る。 エネルギー管理の各部門の取り組 また，環境に関する講演会を行うとともに，理学部・工学部の学生

みを行う。 を対象に環境管理講習を行い環境保全に関する教育指導を行った。

・有害廃棄物，有害排出物の規 ・有害廃棄物，有害排出物の規 Ⅲ ・神戸大学排水水質管理および薬品類廃棄物処理規則を策定した。

制に関する全学的基準や規則の策 制に関する全学的基準や規則を策

定及び管理体制を構築する。 定し，その管理体制の構築に向け

て調査，研究を行う。

・有害排出物の除害施設や設備 ・有害排出物の除害施設・設備 Ⅲ ・有害排出物の監視のため，自動採水装置および排水ｐＨモニタリ

等の整備方針の策定及びその段階 等の整備方針の策定に向けて，調 ングシステムを整備する方針の策定に基づき，自動採水器を設置し

的整備を図る。 査・研究を行う。 た。

， 。・住民との懇談会を開催するな ・住民との懇談会を開催するな Ⅲ ・大学周辺の住民との調和に配慮し 大学周辺の環境美化に努めた

ど，大学周辺の住民との調和に配 ど，大学周辺の住民との調和に配

慮する。 慮する。

・学生等の課外活動について理 Ⅲ ・課外活動に対する住民からの意見を聴取した。また，六甲台テニ

解を得るため，大学周辺の住民と スコート改修工事の際には近隣住民と直接意見を交換し，騒音に対

懇談会を行う。 する理解を得た。

・省資源，省エネルギー推進を ・ペーパーレス化や節電を図る Ⅲ ・省エネルギーの推進を図るための基礎データを得るため月１回エ

図る。 など，省資源，省エネルギーの方 ネルギー消費量の計測を行っている。

策を行う。
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標

４ 大学支援組織等との連携強化に関する目標

○在校生の保護者組織及び卒業生の同窓会組織の強化と教育，研究，社会貢献等の大学の諸活動への支援

及び助言を得る仕組みを確立する。中

期

目

標

進行
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況

○在校生保護者により組織される ・学生の保護者の組織である育 Ⅲ ・在籍学生の保護者で組織される「神戸大学育友会」は，学生生活

育友会は，既に大学の諸活動（特 友会と大学との連携を更に強化す への支援を強化するため，平成17年度入学者から育友会費の値上げ

に学生の活動）に対し支援を行っ る。 を決定し，十分な事業費を確保することとなった。

てきたが，この組織と大学との連 ・６月に育友会会員との全学懇談会と部局別懇談会を，２月に育友

携を更に強化する。留学生の保護 会理事と大学関係者（学長・学部長等)との懇談会を開催した。

者への情報発信，情報収集をはじ ・広報誌「Kobe university Style」を父母等宛に送付し，大学の情

め，国際的連携方策の可能性につ 報提供を行った。

いての検討を始める。

・留学生の保護者への情報発信 Ⅲ ・国内外で活躍中の元留学生とのネットワークを構築するため，グ

をはじめ，留学生とその家族，元 リーティングカードを発送し，神戸大学の近況を知らせた。

留学生等をパイプとした国際的連 ・海外で開催された日本留学フェアにおいて，本学ブースでのボラ

携方策の可能性についての検討を ンティアスタッフとして元留学生の協力を得るとともに，現地の留

始める。 学生同窓会と交流した。

○現在，学系あるいは学部，学科 ・大学内の後援会組織，同窓会 Ⅲ ・同窓会との連携を一層図るため，各部局において，下記の事項に

単位で５つの後援会組織が設置さ の連合体である学友会と協議しつ ついて支援団体による大学支援活動の充実を図った。

， （ ）， （ ），れており，それに応じた支援を得 つ，それら支援団体による大学支 講演会 公開講座等の広報支援 文 各支部総会への参加 発

ている。目標期間前半に，各部局 援活動の充実を図る。特に教育あ 凌霜法曹会との連携強化（法 ，凌霜会のキャンパス内への移転（社）

単位に後援会組織を整備すること るいは国際交流に重点をおいた施 会科学系５部局 ，同窓会広報誌を通じての活動状況報告（理 ，海） ）

を目指し，特に教育あるいは国際 策展開の支援を得るように努め 外派遣補助，就職セミナーの開催，優秀学生の表彰(工 ，他部局の）

（ ）， ， ，交流に重点をおいた施策展開の支 る。 同窓会関連の状況調査 農 役員会と学友会幹事との会同 関西圏

援を得るように努力する。 首都圏の私立大学を中心に同窓会組織の実態調査（社会連携課 ，留）

学生を励ます会及び留学生ホームカミングデイの実施（留学Ｃ 。）

・全学的な同窓会組織である「神戸大学学友会」は，個人情報保護

法の趣旨に留意しつつ，同窓生名簿のデータベースの活用等を実施

するため検討を開始した。

・役員会は学友会幹事会と会同し，法人化情勢・財務状況・同窓会

との連携について協議した。

・同窓会と大学の連携につき，関西圏，首都圏の私立大学を中心に

同窓会関係における組織体制，業務内容，会費徴収，卒業者名簿の

作成・管理等について調査を実施した （９月～12月）。

， ， （ ）①関西学院大学 立命館大学 同志社大学 職員・学友会幹事

②九州大学，神戸学院大学（職員）

③一橋大学，国際基督教大学，早稲田大学，慶応義塾大学（ 東「

京オフィス」開設準備室に委託）

・卒業者名簿の電子化については 「学友会名簿データベース管理委，

員会」と意見交換を行い，また，弁護士を講師として，卒業者名簿

。の管理に係る個人情報保護法との関係についての研修会を実施した

・役員と学友会幹事が大学に対する支援及び相互協力方針について

協議した。

・学友会に協力を求め,外国人 Ⅲ ・留学生センターと神戸大学学友会の共催により，元留学生と本学

留学生を含む卒業生・修了生等の の教職員・在校生がともに集い，母校に対する理解と相互の親交を

名簿の電子化を進め，その動静把 深めることを目的に，平成16年11月13日，神戸大学留学生ホームカ

握に努める。 ミングデーを実施し，卒業生・修了生の動静把握に努めた。

・外国人留学生の卒業生，修了生等の名簿については，日本人学生

の名簿作成の取り扱いに準じて扱うことを検討している。

・後援会組織あるいは同窓会組 Ⅱ ・役員会は学友会幹事会との懇談会を開催し，同窓会との連携につ

○さまざまな分野における学生の 織により学生の課外活動を強力に いて協議を行った。

活動は大学の存在感を示し，同時 支援するための仕組みを構築す ・平成17年度も引き続き学生の課外活動の支援の仕組みの構築に向

に大学の活性化にとって重要であ る。 けて，関係機関の実情把握を行い検討する。

るとの認識により，かかる後援会

組織あるいは同窓会組織による学

生の課外活動を強力に支援するた

めの仕組みを構築する。

○平成14年に学友会及び大学教員 ・同窓会の連合体である学友会 Ⅲ ・全学的な同窓会組織である「神戸大学学友会」は，同窓生名簿の

の有志により，大学を外部から強 及び大学教員の有志により設置さ データベースの活用等を実施するため検討を開始した。
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力にこれを支援しうる組織とし れた大学支援組織としての神戸学

て 神戸学術事業会が設置された 術事業会を中心に，同窓会と大学， 。

これによりすでに同窓会と大学を を結ぶ情報基盤（kobe-u.com）の

結ぶ情報基盤（kobe-u.com）の開 開設，大学諸事業の外部委託への

設，大学諸事業の外部委託への対 対応等の事業展開を更に進めて行

応等の事業展開を進めている。今 く。

， 。後 この組織との連携強化を図る

・神戸学術事業会に委託して， Ⅳ ・４月に「神戸大学東京オフィス開設準備室」を，東京内に凌霜ク

。「 」 ，「神戸大学東京オフィス設立準備 ラブに設置した 株式会社神戸学術事業会 に首都圏における企業

事業」を立ち上げ，神戸大学の広 マスコミ，受験産業，高等学校を主な対象とする就職支援・広報・

報活動・就職支援等，多目的な事 調査活動を業務委託し，その事業を実施した。また，本学の教職員

業を展開していくうえに必要な調 を対象に「神戸大学東京オフィス開設準備室」の活動について理解

査・研究を行う。 を深めるとともに，今後の展開について「東京オフィス」事業研修

会を瀧川記念学術交流会館において開催した。

・神戸大学が中心となり，兵庫 Ⅲ ・兵庫県学術ネットワークの実現のための研究会を兵庫県と共同し

県学術ネットワーク（仮称）を推 て発足させた。

進し，兵庫県内の学術機関のネッ

トワーク利用環境の整備・効率化

を図る。
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Ⅵ．　予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画

１．予算 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

収入

運営費交付金 24,694 24,694 0

施設整備費補助金 1,483 839 △ 644

船舶建造費補助金 0 0 0

施設整備資金貸付金償還時補助金 378 378 0

国立大学財務・経営センター施設費交付金 1,004 891 △ 113

自己収入 26,398 25,671 △ 727

授業料及び入学金及び検定料収入 9,874 8,459 △ 1,415

附属病院収入 16,322 16,922 600

雑収入 202 290 88

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 2,594 3,370 776

長期借入金収入 919 919 0

承継剰余金収入 0 291 291

目的積立金取崩

計 57,470 57,053 △ 417

支出

業務費 47,999 47,327 △ 672

教育研究経費 30,241 27,413 △ 2,828

診療経費 14,958 16,937 1,979

一般管理費 2,800 2,977 177

施設整備費 3,406 2,649 △ 757

船舶建造費 0 0 0

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,594 2,950 356

長期借入金償還金 3,471 3,471 0

承継剰余金 0 113 113

計 57,470 56,510 △ 960

２．人件費 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

人件費（承継職員分の退職手当は除く） 29,596 29,553 △ 43

区分 予算額 決算額

決算額区分 予算額

52 神戸大学
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３．収支計画 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

費用の部 55,764 57,042 1,278

経常費用 55,757 54,219 △ 1,538

業務費 48,982 46,486 △ 2,496

教育研究経費 5,461 4,775 △ 686

診療経費 9,959 9,119 △ 840

受託研究経費等 1,420 1,556 136

役員人件費 173 219 46

教員人件費 20,094 18,190 △ 1,904

職員人件費 11,875 12,627 752

一般管理費 1,025 1,202 177

財務費用 854 868 14

雑損 0 0 0

減価償却費 4,896 5,663 767

臨時損失 7 2,823 2,816

収益の部 54,115 57,470 3,355

経常収益 54,108 53,507 △ 601

運営費交付金 24,171 22,976 △ 1,195

授業料収益 8,293 7,502 △ 791

入学料収益 1,221 1,266 45

検定料収益 360 359 △ 1

附属病院収益 16,322 17,148 826

受託研究等収益 1,420 1,575 155

寄附金収益 1,112 1,041 △ 71

財務収益 0 1 1

雑益 201 556 355

資産見返運営費交付金等戻入 52 22 △ 30

資産見返寄附金戻入 6 43 37

資産見返物品受贈額戻入 950 1,018 68

臨時利益 7 3,963 3,956

純利益 △ 1,649 428 2,077

目的積立金取崩額 0 0 0

総利益 △ 1,649 428 2,077

区分 予算額 決算額
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４．資金計画 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

資金支出 60,826 60,797 △ 29

業務活動による支出 50,008 43,233 △ 6,775

投資活動による支出 3,991 3,485 △ 506

財務活動による支出 3,471 4,021 550

翌年度への繰越金 3,356 10,058 6,702

資金収入 60,826 60,797 △ 29

業務活動による収入 53,686 54,383 697

運営費交付金による収入 24,694 24,694 0

授業料及び入学金検定料による収入 9,874 8,459 △ 1,415

附属病院収入 16,322 16,922 600

受託研究等収入 1,420 1,835 415

寄附金収入 1,174 1,534 360

その他の収入 202 939 737

投資活動による収入 2,865 2,139 △ 726

施設費による収入 2,865 2,108 △ 757

その他の収入 0 31 31

財務活動による収入 919 919 0

前年度よりの繰越金 3,356 3,356 0

区分 予算額 決算額

54 神戸大学
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Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

６２億円 ６２億円 該当 なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急となる対策費として借り入れすることも想定され 緊急となる対策費として借り入れすることも想定され

る。 る。

神戸大学

別紙１２
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Ⅷ

重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

附属病院の設備の整備に必要となる経費の長期借 新臨床検査システム（設備）整備に必要となる 平成１６年事業年度長期借入金の認可に基づき、次の

り入れに伴い、本学病院の敷地及び建物について、 経費の長期借り入れに伴い、本学病院の敷地及び 設備を附属病院の土地を担保に供し、購入した。

担保に提供する。 建物について、担保に提供する。 新臨床検査システム ３５１，７５０千円

循環器デジタル画像診断システム ５６６，７９０千円

計 ９１８，５４０千円

神戸大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額 百万円 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源（ ）

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金(六甲１)総合研究棟(仕上) (六甲１)総合研究棟(仕上) (六甲１)総合研究棟(仕上)
３，１９７ （ 1,274） ３，４０６ （ 1,483） ２，６４９ （ 838）(六甲２)総合研究棟改修 (六甲２)総合研究棟改修 (六甲２)総合研究棟改修

船舶建造費補助金 船舶建造費補助金 船舶建造費補助金新臨床検査システム 新臨床検査システム 新臨床検査システム
（ ） （ ） （ ）循環器デジタル画像診断シ 循環器デジタル画像診断シ 循環器デジタル画像診断シ

長期借入金 長期借入金 長期借入金ステム ステム ステム
（ 919） （ 919） （ 919）小規模改修 小規模改修 小規模改修

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン災害復旧工事 災害復旧工事 災害復旧工事
ター施設費交付金 ター施設費交付金 ター施設費交付金

（ 1,004） （ 1,004） （ 892）

（注１）金額については見込であり、中期目標を達成するために必要な （注１）金額については見込であり、中期目標を達成するために必要な （注１）施設整備費補助金による「 六甲２）総合研究棟改修」について（
業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘 業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘 は、繰越工事として１６年度・１７年度の２カ年で実施することと
案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 なり支払は全て１７年度となることから、決定額が年度計画に比べ

(注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算し 減額となっている。
ている。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等によ
り所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事
業年度の予算編成課程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

（六甲１）総合研究棟（仕上）
平成１６年８月３１日に工事が完成した。

（六甲２）総合研究棟改修（理学系）
平成１７年２月１６日に工事が完成した。

（六甲２）総合研究棟改修（工学系）
平成１７年２月１日付けで、施設整備費補助事業として決定通知があった。
設計委託業務は平成１６年度（平成１７年３月６日）に契約が終わっているが支払は平成１７年
度となる。また、工事契約は平成１７年度に契約、支払うことになるため実績欄の決定額には計
上されていない。

新臨床検査システム
平成１７年３月２５日に計画どおり完成した。

循環器デジタル画像診断システム
平成１７年３月２５日に計画どおり完成した。

小規模改修
（附養）校舎空調設備取設工事は平成１６年８月３０日に完成した。
（鶴甲１）グランド南防球ネット取設工事は平成１６年９月１５日に完成した。
（深江）５号館他屋上防水工事は平成１６年１１月４日に完成した。
（医病）外来診療棟泌尿器科外来改修工事は平成１７年３月３日に完成した。
（附養）校舎屋上防水等改修工事は平成１７年３月２４日に完成した。
（附養）校舎給水設備改修工事は平成１７年３月３０日に完成した。
（鶴甲１）教室棟便所改修工事は平成１７年３月３１日に完成した。

災害復旧工事
台風２１号

附属幼稚園保育室床復旧工事は平成１６年１０月１５日に完成した。
台風２３号

海事科学部災害復旧工事は平成１７年２月８日に完成した。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

○公募制や任期制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
・教員については，他大学，国内外の研究機関，民間企業等との人事交 ・ Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置」・他大学，国内外研究機関，民間企業等との人事交流を積極的に行い， 「
流を積極的に行い，教育研究の活性化を図る。 P４４，参照。教育と研究の活性化を図る。

・公募制については，各研究分野の特性にも配慮しつつ，また，任期制 ・ Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置」・公募制については，各研究分野の特性にも配慮しつつ更に導入を進め 「
については，分野，職種等を考慮して，プロジェクト研究など，必要 P４３，参照。る。任期制についても分野，職種等を考慮して，プロジェクト研究な
に応じ，導入を進める。ど必要に応じ，更に導入を進める。

○事務職員等の採用，養成，人事交流に関する具体的方策
・ Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置」・特別な知識を必要とする者（例えば情報関係，特許関係，訴訟関係， ・事務職員等については，客観性，公平性及び透明性を基本にして採用 「
P４４，参照。診療報酬請求関係，労務管理関係等）の採用方法等を検討する。 を行う。専門性の向上を図るため研修を実施するとともに，他大学等

・専門性の向上を図るための専門研修の実施等について検討する。 との計画的な人事交流及び在職年数にとらわれない適材適所の人事配
置により，人材の有効活用を図る。

（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 ２，６２４人

（２） 任期付職員数 １３８人

（３）① 人件費総額（退職手当を除く） 29,553百万円

② 経常収益に対する人件費の割合 54.3％

③ 外部資金により手当した人件費を除い 28,965百万円
た人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上 56.5％
記③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時間 ４０時間 分
として規定されている時間数

神戸大学
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